
 
 

Ⅱ 調査の結果 

１ 人口移動の状況及びその要因等 

調査の結果 説明図表番号

全国の市区町村を、大都市圏と地方圏（注 1）に区分し、地方圏を、地方都

市とその他の市区町村（周辺等市町村）に区分し、さらに、大都市圏、地方

圏それぞれについて、政令指定都市又は東京都特別区への通勤通学者の割合

が一定以上の市区町村を、それぞれ大都市通勤圏、政令市通勤圏（注 2）とし

て区分し、「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数調査」（総務省

自治行政局。以下「住民基本台帳調査」という。）の平成 24 年から 26 年ま

でのデータ及び「住民基本台帳人口移動報告」（総務省統計局）参考表の 24

年から 27 年までのデータ（注 3）を基に、社会増減、人口移動の状況等を分

析した。 

また、地方都市 262 市に対して、社会増減の要因、これまで取り組んだ人

口等の増加・維持に効果のあった施策などについて書面調査を実施し、分析

した。 

（注 1）「大都市圏」とは、国土利用計画に基づく三大都市圏の区域内に所在する市区町村で

地方都市に該当しない市区町村をいい、「地方圏」とは、大都市圏の区域外の市区町村

をいう。 

（注 2）「大都市通勤圏」とは、大都市圏の区域内に所在する市区町村で、大都市圏の区域内

に所在する政令指定都市、東京都特別区及びこれらの市区への通勤通学者の割合が 10％

以上となる市区町村をいう。 

「政令市通勤圏」とは、地方圏の区域内に所在する市区町村で、政令指定都市、東京

都特別区及びこれらの市区への通勤通学者の割合が 1.5％以上の市区町村並びにこれら

の市区町村に囲まれている市区町村をいう。 

（注 3）住民基本台帳調査においては、住民基本台帳制度の改正を踏まえ、平成 24 年から外

国人住民を集計対象とする変更が行われている（これにより平成 24 年は全国で約 200

万人の社会増となっている）ことから、本結果報告書では、この集計対象の変更による

影響を除いて分析を行うため、住民基本台帳調査の日本人住民のデータを用いている。 

また、住民基本台帳人口移動報告の参考表は、日本人の国内移動の実態を取りまとめ

たものである。 

さらに、「住民基本台帳調査の転入・転出者」及び「住民基本台帳人口移動報告の移

動者」はともに、住民基本台帳法（昭和 42 年法律第 81 号）の規定による転入届等を基

にしているため、本結果報告書の移動者数及び転入・転出者数（転入・転出者数を元に

算出した社会増減の数も含む。）には、政令指定都市内の行政区から行政区への移動者

（転入・転出者）も含まれている。一方、市区町村数については、東京都特別区は 23

市区町村として集計しているが、政令指定都市は、行政区単位ではなく、市単位で集計

している（例：横浜市の行政区は 18 区あるが、横浜市 1市として集計）。 
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（分析結果） 

(1) 人口移動の状況 

ア 社会増減 

(ｱ) 大都市圏・地方圏別の社会増減 

平成 24 年から 26 年までの 3年間の社会増減をみると、大都市圏で

は 26.1 万人（0.4％）の増（注 1）、地方圏では 31.2 万人（0.5％）の

減となっている。さらに、大都市圏を東京圏、名古屋圏及び大阪圏（注

2）に、地方圏を地方都市・周辺等市町村にそれぞれ区分してみると、

東京圏では 27.0 万人（0.8％）の増、名古屋圏では 0.3 万人（0.0％）

の増、大阪圏では 1.2 万人（0.1％）の減、地方都市では 12.3 万人

（0.3％）の減、周辺等市町村では 18.8 万人（0.8％）の減となって

いる。 

また、3 年連続で社会減の市区町村数をみると、大都市圏では 453

市区町村のうち 220 市区町村（48.6％）と約半数、地方圏では 1,288

市区町村のうち 873 市区町村（67.8％）と約 7割、さらに、大都市圏

を東京圏、名古屋圏及び大阪圏に、地方圏を地方都市・周辺等市町村

に区分してみると、東京圏では 207 市区町村のうち 76 市区町村

（36.7％）、名古屋圏では 106 市区町村のうち 50 市区町村（47.2％）、

大阪圏では 140 市区町村のうち 94 市区町村（67.1％）、地方都市では

262 市のうち 191 市（72.9％）、周辺等市町村では 1,026 市区町村のう

ち 682 市区町村（66.5％）となっている。 

（注 1）本項目では、別途単位を表記している場合を除き、人数表記は千人未満を切

捨てしたものを、％表記は小数第 2位を四捨五入したものを記載している。 

（注 2）「東京圏」は、大都市圏のうち、埼玉県、千葉県、東京都及び神奈川県の区

域内に所在する市区町村を、「名古屋圏」は、大都市圏のうち、岐阜県、愛知県

及び三重県の区域内に所在する市区町村を、「大阪圏」は、大都市圏のうち、京

都府、大阪府、兵庫県及び奈良県の区域内に所在する市区町村をいう。 
 

(ｲ) 通勤圏・通勤圏外別の社会増減 

① 平成 24 年から 26 年までの 3 年間の社会増減について、大都市圏

を大都市通勤圏・大都市通勤圏外別にみると、大都市通勤圏では

30.2 万人（0.6％）の増、大都市通勤圏外では 4.0 万人（0.8％）の

減となっている。また、3 年連続で社会減の市区町村数は、大都市

通勤圏では 295 市区町村のうち 109 市区町村（36.9％）、大都市通

勤圏外では 158 市区町村のうち 111 市区町村（70.3％）となってい

る。 

② 地方圏を政令市通勤圏・政令市通勤圏外別にみると、政令市通勤

圏では1.6万人（0.1％）の増、政令市通勤圏外では32.8万人（0.8％）

の減となっている。また、3 年連続で社会減の市区町村数は、政令
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市通勤圏では 256 市区町村のうち 135 市区町村（52.7％）、政令市

通勤圏外では 1,032 市区町村のうち 738 市区町村（71.5％）となっ

ている。 

③ 地方圏のうち地方都市を政令市通勤圏・政令市通勤圏外別にみる

と、政令市通勤圏では 2.9 万人（0.2％）の増、政令市通勤圏外で

は 15.3 万人（0.6％）の減となっている。また、3 年連続で社会減

の市区町村数は、政令市通勤圏では 70 市区町村のうち 41 市区町村

（58.6％）、政令市通勤圏外では 192 市区町村のうち 150 市区町村

（78.1％）となっている。 

 

このように、全国では 1,741 市区町村のうち 1,093 市区町村

（62.8％）が 3年連続で社会減となっている中で、大都市圏では約半

数の市区町村が 3 年連続で社会減、地方圏では約 7 割の市区町村が 3

年連続で社会減であり、また、大都市圏・地方圏ともに通勤圏では、

それぞれ通勤圏外と比べて3年連続で社会減の市区町村の割合は小さ

い。一方、全国では 1,741 市区町村のうち 218 市区町村（12.5％）が

3 年連続で社会増となっている中で、大都市通勤圏では 295 市区町村

のうち 102 市区町村（34.6％）、大都市通勤圏外では 158 市区町村の

うち 15 市区町村（9.5％）、政令市通勤圏では 256 市区町村のうち 44

市区町村（17.2％）、政令市通勤圏外では 1,032 市区町村のうち 57 市

区町村（5.5％）が社会増であり、大都市圏・地方圏ともに通勤圏で

は、それぞれ通勤圏外と比べて 3年連続で社会増の市区町村の割合は

大きい。 

 

イ 人口移動 

人口移動について、平成 24 年から 27 年までの 4年間の年平均移動者

数を基に分析した結果は次のとおりである。 

(ｱ) 大都市圏・地方圏等別の人口移動 

① 大都市圏では、266.7 万人が他の市区町村に移動しており、地方

圏へ 31.0 万人（うち地方都市へ 27.2 万人、周辺等市町村へ 3.8 万

人）、大都市圏内の他の市区町村へ 203.1 万人が移動していた。 

これに転入・転出者数が極めて少ないため個人が特定される可能

性があるとして統計上秘匿処理されている者（注）を勘案すると、

移動者数は、地方圏へ31.0万人から63.6万人（うち地方都市へ27.2

万人から 51.1 万人、周辺等市町村へ 3.8 万人から 28.5 万人）、大

都市圏内の他の市区町村へ203.1万人から235.7万人までの範囲と

なり、大都市圏内での移動者が最も多い。一方、地方都市への移動

者と周辺等市町村への移動者とを比較すると、周辺等市町村への移

 

 

 

表 1-(1)-③-

ⅱ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 1-(1)-④-

ⅰ～ⅹⅳ 

 

表 1-(1)-④-

ⅰ、ⅲ（再掲）

 

表 1-(1)-④-

ⅴ（再掲） 

 

 

 

表 1-(1)-④-

ⅵ、xi、xⅱ（再

- 43 -



 
 

動者の最大値 28.5 万人は、地方都市への移動者の最小値 27.2 万人

を計算上は上回るものの、どちらへの移動者が多いか確定するた

め、東京圏に 1都 3 県（埼玉県、千葉県、東京都及び神奈川県）の

区域内に所在する地方都市5市を含めた人口移動の状況や当該5市

の移動者数を踏まえて分析すると、大都市圏からは、周辺等市町村

よりも地方都市への移動者が多い。 

② 地方圏では、232.8 万人が他の市区町村に移動しており、大都市

圏へ 39.0 万人、地方圏内の他の市区町村へ 143.2 万人が移動して

いた。 

これに秘匿処理されている者を勘案すると、移動者数は、大都市

圏へ 39.0 万人から 73.4 万人、地方圏内の他の市区町村へ 143.2 万

人から 191.9 万人までの範囲となり、地方圏内での移動者が最も多

い。 

③ 地方圏を地方都市・周辺等市町村別にみると、次のとおりであっ

た。 

ⅰ）地方都市では、157.2 万人が他の市区町村に移動しており、大

都市圏へ 34.0 万人、周辺等市町村へ 27.0 万人、他の地方都市へ

72.3 万人が移動していた。 

これに秘匿処理されている者を勘案すると、移動者数は、大都

市圏へ 34.0 万人から 57.8 万人、周辺等市町村へ 27.0 万人から

50.8 万人、他の地方都市へ 72.3 万人から 96.1 万人までの範囲と

なり、他の地方都市への移動者が最も多い。 

ⅱ）周辺等市町村では、75.6 万人が他の市区町村に移動しており、

地方都市へ 29.9 万人、大都市圏へ 5.0 万人、他の周辺等市町村

へ 13.9 万人が移動していた。 

これに秘匿処理されている者を勘案すると、移動者数は、地方

都市へ 29.9 万人から 53.8 万人、大都市圏へ 5.0 万人から 31.7

万人、他の周辺等市町村へ 13.9 万人から 38.7 万人までの範囲と

なり、大都市圏への移動者の最大値 31.7 万人は、地方都市への

移動者の最小値 29.9 万人を計算上は上回るものの、1都 3県にお

ける人口移動の状況や 1都 3県内の地方都市 5市の移動者数を踏

まえると、周辺等市町村からは、大都市圏よりも地方都市への移

動者が多い。 

④ 転入超過が続いている東京圏について、平成 24 年から 27 年まで

の人口移動の状況をみると、東京圏への移動者は 26 年に減少した

ものの 27 年は対 24 年比で 5.0 万人の増であり、東京圏からの移動

者は増減はあるものの27年は対 24年比で 0.1万人の減となってい

る。また、転入超過数は 24 年が 6.8 万人であるのに対して、27 年

掲） 
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は 11.9 万人と約 1.8 倍になっていた。 

ⅰ）東京圏への移動者数について分析したところ、176.6 万人が他

の市区町村から移動してきており、東京圏内の他の市区町村から

123.7 万人、地方都市から 20.3 万人、大阪圏から 6.0 万人、周辺

等市町村から 3.0 万人、名古屋圏から 2.4 万人が移動していた。 

これに秘匿処理されている者を勘案すると、移動者数は、東京

圏内の他の市区町村から 123.7 万人から 142.6 万人、地方都市か

ら 20.3 万人から 41.2 万人、大阪圏から 6.0 万人から 14.5 万人、

周辺等市町村から 3.0 万人から 24.0 万人、名古屋圏から 2.4 万

人から 7.6 万人までの範囲となり、東京圏内の他の市区町村から

の移動者が最も多い。一方、地方都市からの移動者と周辺等市町

村からの移動者を比較すると、周辺等市町村からの移動者の最大

値 24.0 万人は、地方都市からの移動者の最小値 20.3 万人を計算

上は上回るものの、1 都 3 県における人口移動の状況や 1 都 3 県

内の地方都市 5市の移動者数を踏まえると、東京圏へは、東京圏

内の他の市区町村からに次いで地方都市からの移動者が多い。 

ⅱ）東京圏からの移動者数について分析したところ、166.7 万人が

他の市区町村に移動しており、東京圏内の他の市区町村へ 123.7

万人、地方都市へ 15.3 万人、大阪圏へ 4.5 万人、周辺等市町村

へ 2.2 万人、名古屋圏へ 1.9 万人が移動していた。 

これに秘匿処理されている者を勘案すると、移動者数は、東

京圏内の他の市区町村へ 123.7 万人から 142.6 万人、地方都市

へ 15.3 万人から 34.2 万人、大阪圏へ 4.5 万人から 12.7 万人、

周辺等市町村へ 2.2 万人から 21.0 万人、名古屋圏へ 1.9 万人か

ら 7.1 万人までの範囲となり、東京圏内の他の市区町村への移

動者が最も多い。 

（注）住民基本台帳人口移動報告の参考表では、前住市区町村（又は現住市区町村）

別に男女計の年齢階級計の移動者数が極めて少ない市区町村は、「その他の区」、

「その他の市町村」又は「その他の県」という形で市区町村名が秘匿処理され

ている。このため、移動先が特定できる移動者を合計しても移動者の総計と一

致しない。 

 

(ｲ) 通勤圏・通勤圏外別の人口移動 

① 政令市通勤圏では、104.6 万人が他の市区町村に移動しており、

政令市通勤圏内の他の市区町村へ 55.0 万人、政令市通勤圏外へ

13.6 万人、大都市圏へ 21.1 万人が移動していた。 

これに秘匿処理されている者を勘案すると、移動者数は、政令市

通勤圏内の他の市区町村へ 55.0 万人から 69.8 万人、政令市通勤圏

外へ 13.6 万人から 28.4 万人、大都市圏へ 21.1 万人から 35.9 万人
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までの範囲となり、政令市通勤圏内の他の市区町村への移動者が最

も多い。 

② 政令市通勤圏を地方都市・周辺等市町村別にみると、次のとおり

であった。 

ⅰ）政令市通勤圏内の地方都市では、79.2 万人が他の市区町村に移

動しており、大都市圏へ 18.5 万人、周辺等市町村へ 11.4 万人（う

ち政令市通勤圏内へ 8.3 万人、政令市通勤圏外へ 3.0 万人）、他

の地方都市へ 41.7 万人（うち政令市通勤圏内へ 33.2 万人、政令

市通勤圏外へ 8.5 万人）が移動していた。 

これに秘匿処理されている者を勘案すると、移動者数は、大都

市圏へ 18.5 万人から 26.0 万人、周辺等市町村へ 11.4 万人から

18.9 万人（うち政令市通勤圏内へ 8.3 万人から 15.4 万人、政令

市通勤圏外へ 3.0 万人から 10.5 万人）、他の地方都市へ 41.7 万

人から 49.2 万人（うち政令市通勤圏内へ 33.2 万人から 40.7 万

人、政令市通勤圏外へ 8.5 万人から 16.0 万人）までの範囲とな

り、他の地方都市への移動者が最も多く、その中でも政令市通勤

圏内の他の地方都市への移動者が最も多い。 

ⅱ）政令市通勤圏内の周辺等市町村では、25.4 万人が他の市区町村

に移動しており、地方都市へ 10.0 万人（うち政令市通勤圏内へ

8.5 万人、政令市通勤圏外へ 1.4 万人）、大都市圏へ 2.5 万人、他

の周辺等市町村へ 5.4 万人（うち政令市通勤圏内へ 4.9 万人 、

政令市通勤圏外へ 0.5 万人）が移動していた。 

これに秘匿処理されている者を勘案すると、移動者数は、地方

都市へ 10.0 万人から 17.3 万人（うち政令市通勤圏内へ 8.5 万人

から 15.8 万人、政令市通勤圏外へ 1.4 万人から 8.7 万人）、大都

市圏へ 2.5 万人から 9.8 万人、他の周辺等市町村へ 5.4 万人から

12.7 万人（うち政令市通勤圏内へ 4.9 万人から 12.0 万人、政令

市通勤圏外へ 0.5 万人から 7.8 万人）までの範囲となり、大都市

圏より地方都市への移動者が多い。 

③ 大都市通勤圏、大都市通勤圏外及び政令市通勤圏外について、人

口移動の状況をみたところ、次のとおりであった。 

ⅰ）大都市通勤圏及び政令市通勤圏外では、秘匿処理されている者

を勘案すると、それぞれ同一圏内の他の市区町村への移動者が最

も多い。 

ⅱ）政令市通勤圏外の地方都市では、秘匿処理されている者を勘案

すると、大都市圏へ15.4万人から31.7万人、周辺等市町村へ15.6

万人から 31.9 万人（うち政令市通勤圏内へ 1.7 万人から 8.8 万

人、政令市通勤圏外へ 13.8 万人から 30.1 万人）、他の地方都市
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へ 30.6 万人から 46.9 万人（うち政令市通勤圏内へ 10.7 万人か

ら 18.5 万人、政令市通勤圏外へ 19.9 万人から 35.9 万人）まで

の範囲となり、周辺等市町村への移動者の最大値 31.9 万人は、

地方都市への移動者の最小値 30.6 万人（うち政令市通勤圏内

10.7 万人、政令市通勤圏外 19.9 万人）を計算上 1.3 万人上回る

ものの、移動先が特定されている者の状況をも踏まえると、他の

地方都市への移動者が最も多いと推定され、地方都市の中では政

令市通勤圏よりも政令市通勤圏外の他の地方都市への移動者の

方が多い。 

ⅲ）政令市通勤圏外の周辺等市町村では、秘匿処理されている者を

勘案すると、地方都市へ 19.8 万人から 39.2 万人（うち政令市通

勤圏内へ 4.3 万人から 12.2 万人、政令市通勤圏外へ 15.4 万人か

ら 31.5 万人）、大都市圏へ 2.4 万人から 21.8 万人、他の周辺等

市町村へ 8.4 万人から 27.9 万人（うち政令市通勤圏内へ 0.8 万

人から 7.9 万人、政令市通勤圏外へ 7.6 万人から 25.3 万人）ま

での範囲となり、大都市圏への移動者の最大値 21.8 万人は、地

方都市への移動者の最小値 19.8 万人を計算上 2.0 万人上回るも

のの、移動先が特定されている者の状況をも踏まえると、大都市

圏より地方都市への移動者が多いと推定される。 

ⅳ）大都市通勤圏外では、どこへの移動者が最も多いか、また、大

都市通勤圏及び大都市通勤圏外では、地方圏への移動者のうち地

方都市と周辺等市町村のどちらへの移動者が多いかについても

みたところ、いずれも秘匿処理されている者を勘案すると判断困

難であった。 

 

地方都市への移動者は、秘匿処理されている者も含め、全国の年平均

移動者数 499.5 万人のうち 30.7％に当たる 153.4 万人であり、上記のと

おり、周辺等市町村からの移動先は地方都市が最も多いこと、地方都市

からの移動先は他の地方都市が最も多いことなどを踏まえると、地方都

市は、地方圏における人口移動の受け皿として一定の役割を果たしてい

るものと考えられる。 

一方、転入超過が続いている東京圏への他の圏域からの移動者は、地

方都市からが最も多い状況である。また、周辺等市町村からの移動者は、

東京圏への年平均移動者 176.6 万人のうち 3.0 万人（秘匿処理されてい

る者を勘案しても最大 24.0 万人）のみとなっている。 

こうしたことから、地方圏における周辺等市町村からの人口移動の受

け皿となっており、今後の地域活性化や東京圏への人口の過度の集中を

是正する観点から、地方都市の役割が重要と考えられる。 
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(2) 地方都市における人口の増減要因等 

ア 人口指標と経済指標の相関関係 

地方都市 262 市について、人口指標（注 1）といくつかの経済指標のそ

れぞれの増減率との相関関係を分析したところ、相関係数（注 2）は、そ

れぞれ就業者数（注 3）0.89、卸売業・小売業の事業所数（注 4）0.66、同

従業員数（注 4）0.59 などとなっており、これらの指標と人口指標との

間には一定の相関があると考えられる。 

（注 1）平成 16 年及び 24 年の住民基本台帳調査における日本人人口の増減率である。

なお、就業者の増減率との相関関係の分析では、同一の期間における相関関係を

分析するため、平成 12 年及び 22 年国勢調査における人口の増減率を使用してい

る。 

（注 2）相関係数は 2 つの変量（本調査では人口指標と経済指標）の関係性を表す数値

であり、1に近いと正の相関（例：人口指標が増加すると経済指標も増加する）が

強く、-1 に近いと負の相関（例：人口指標が増加すると経済指標が減少する）が

強いことを示す。 

（注 3）平成 12 年及び 22 年国勢調査における常住地における 15 歳以上就業者数の増減

率である。 

（注 4）平成 16 年の商業統計調査及び平成 24 年の経済センサス－活動調査の卸売業・

小売業における事業所数及び従業員数の増減率である。 

イ 人口等の増減要因 

地方都市 262 市に対して、書面調査により、人口及び就業者数の増減

要因を聴取（複数回答）した結果は次のとおりである。 

(ｱ) 人口の社会増減の要因 

①  社会増減の要因については、「しごとの増減の影響」と回答した

市が 162 市と最も多く、次いで「ひとに対するサービスの影響」が

94 市、「まちづくりの影響」が 47 市などとなっている。 

② 地方都市 262 市のうち、平成 16 年と比較して 24 年に人口が社会

増となっている 60 市についてみると、 

ⅰ) 「しごとの増減の影響」と回答した市が 27 市あり、その具体

的な内容として、企業・事業所の進出（17 市）、地元企業の業績

好調（7 市）などの回答があった。 

ⅱ) 次いで、「まちづくりの影響」と回答した市が 27 市あり、その

具体的な内容として、土地区画整理（14 市）、居住支援（14 市）

などの回答があった。 

ⅲ) また、「ひとに対するサービスの影響」と回答した市が 25 市あ

り、その具体的な内容として、子育て環境の充実（19 市）、医療・

福祉の充実（7市）、教育文化の充実（6 市）との回答があった。 

③ 一方、平成16年と比較して24年に人口が社会減となっている202

市についてみると、 
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ⅰ) 「しごとの増減の影響」と回答した市が 135 市と最も多く、そ

の具体的な内容として、企業・事業所の撤退（43 市）、雇用のミ

スマッチ（40 市）、地場産業等の衰退（事業規模縮小）（29 市）

などの回答があった。 

ⅱ) 次いで、「ひとに対するサービスの影響」と回答した市が 69

市あり、その具体的な内容として、教育文化の不足（60 市）、子

育て環境の不足（5 市）、医療・福祉の不足（3 市）などの回答

があった。 

ⅲ) また、「まちづくりの影響」と回答した市が 20 市あり、その具

体的な内容として、交通不便（11 市）、近隣市で宅地開発（5市）、

近隣市に比べて地価が高いこと（4 市）などの回答があった。 

ⅳ）なお、「災害による影響」と回答した市が 22 市あった。 

 

(ｲ) 就業者の増減要因 

①  就業者の増減要因については、「企業・事業所の進出・撤退」と

回答した市が 112 市と最も多く、次いで「担い手・後継者の充足・

不足」が 109 市、「景気の影響」が 88 市、「繁華街・商店街の繁栄・

衰退」が 85 市などとなっている。 

②  地方都市 262 市のうち、平成 12 年と比較して 22 年に就業者が増

加した 22 市についてみると、 

ⅰ）「企業・事業所の進出」と回答した市が 15 市と最も多くなって

いる。 

ⅱ）次いで、「定住人口・観光客の増加」と回答した市が 8 市あり、

その具体的な内容として、交通網の整備（2市）、宅地造成（2市）

などの回答があった。 

③ 一方、平成 12 年と比較して 22 年に就業者が減少した 240 市につ

いてみると、 

ⅰ）「担い手・後継者の不足」と回答した市が 108 市と最も多くな

っている。 

ⅱ）次いで、「企業・事業所の撤退」と回答した市が 96 市となって

いる。 

ⅲ）「景気」と回答した市が 86 市あり、その具体的な内容として、

リーマンショックの影響（31 市）などの回答があった。 

ⅳ）「繁華街・商店街の衰退」と回答した市が 84 市あり、その具体

的な内容として、郊外店出店の影響（14 市）、市中心部からの大

型店撤退の影響（6 市）などの回答があった。 
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(3) 地方都市における人口等の増加・維持のための取組の状況   

地方都市 262 市に対して、書面調査により、人口等の増加・維持に効果

があった施策について、地域活性化 3計画に基づく施策とそれ以外の施策

とに分けて聴取（複数回答）し、あわせて、今後実施予定の施策について

も聴取した結果は、次のとおりである。 

ア 人口の増加・維持に効果のあった施策 

(ｱ) 地域活性化 3計画に基づく取組 

① 地域活性化 3計画については、255 市がいずれかの計画を作成し

ており（地域再生計画 222 市、都市再生整備計画 233 市、中心市街

地活性化基本計画 87 市）、このうち 7 割に当たる 177 市がこれら計

画に基づく取組により、人口の増加・維持に効果があったと回答し

ている。 

② 効果があったと回答した 177 市に対して、どの分野の施策が効果

があったかについてみると、  

ⅰ) 「まち」に関する施策と回答した市が 145 市と最も多く、その

具体的な内容は、道路（60 市）、公園（56 市）、土地高度利用（53

市）などとなっている。 

ⅱ) 次いで、「しごと」に関する施策と回答した市が 77 市あり、そ

の具体的な内容は、就労支援・就職促進（33 市）、起業支援・新

規商品開発（29 市）、企業誘致（13 市）などとなっている。 

ⅲ) また、「ひと」に関する施策と回答した市が 60 市あり、その具

体的な内容は、子育て支援（35 市）、教育文化（25 市）、医療・

高齢者等福祉（22 市）などとなっている。 

 

(ｲ) 地域活性化 3計画以外の取組 

地域活性化 3 計画以外の取組により、人口の増加・維持に効果があ

ったと回答した市が 209 市あり、どの分野の施策が効果があったかに

ついてみると、 

ⅰ）「しごと」に関する施策と回答した市が 164 市と最も多く、そ

の具体的な内容は、企業誘致（142 市）、就労支援・就職促進（47

市）、起業支援・新規商品開発（35 市）などとなっている。 

ⅱ）次いで、「ひと」に関する施策と回答した市が 158 市あり、そ

の具体的な内容は、子育て支援（141 市）、医療・高齢者等福祉

（26 市）、教育文化（21 市）などとなっている。 

ⅲ）また、「まち」に関する施策と回答した市が 103 市あり、その

具体的な内容は、交通体系整備（40 市）、居住支援（34 市）、土

地高度利用（24 市）などとなっている。 
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イ 就業者の増加・維持に効果のあった施策 

(ｱ) 地域活性化 3計画に基づく取組 

① 地域活性化3計画のいずれかを作成している255市のうち4割に

当たる 109 市が、これらの計画に基づく取組により、就業者の増加・

維持に効果があったと回答している。 

② 効果があったと回答した 109 市に対して、その具体的な内容をみ

ると、就労支援・就職促進（54 市）、起業支援・新規商品開発（37

市）、企業誘致（20 市）などとなっている。 

   

(ｲ) 地域活性化 3計画以外の取組 

地域活性化 3 計画以外の取組により、就業者の増加・維持に効果が

あったと回答した市が171市あり、その具体的な内容は、企業誘致（120

市）、就労支援・就職促進（65 市）、起業支援・新規商品開発（36 市）

などとなっている。 

   

ウ 今後実施予定の取組等 

(ｱ) 今後実施予定の取組 

現在実施中又は今後実施予定の地域活性化に関する施策について聴

取したところ、該当する施策があると回答した市が 239 市あり、どの

分野の施策を現在実施中又は今後実施予定か聴取したところ、 

ⅰ）「しごと」に関する施策と回答した市が 205 市と最も多く、その具

体的な内容は、起業支援・新規商品開発（97 市）、企業誘致（95 市）、

就労支援・就職促進（67 市）などとなっている。 

ⅱ）次いで、「まち」に関する施策と回答した市が 173 市あり、その具

体的な内容は、交通体系整備（43 市）、道路（30 市）、土地高度利用

（25 市）などとなっている。 

ⅲ）また、「ひと」に関する施策と回答した市が 162 市あり、その具体

的な内容は、子育て支援施策（105 市）、教育文化（26 市）、医療・

高齢者等福祉（22 市）などとなっている。 

 

(ｲ) 国への意見・要望 

現在実施中又は今後実施予定の取組を推進するに当たっての国へ

の意見・要望について聴取したところ、意見・要望があると回答した

市が 101 市あり、その具体的な内容は、財政措置を求めるものが 76

市と最も多く、次いで税制上の優遇措置が 10 市、規制緩和が 8 市、

人的支援、国の機関等の移転、情報支援がそれぞれ 4 市などとなって

いる。 

意見の中には、地域再生計画と連動した支援措置である実践型地域
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雇用創造事業を活用する際に作成する書類の簡素化、窓口の一本化を

求めるものもあった（詳細は後述 3 エ参照）。 
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表1-(1)-①　社会増減

表1-(1)-①-ⅰ　社会増減
（単位：人）

平成24年度 25年 26年 24年度～26年

人口 126,659,683 126,393,679 126,434,634 －
転入 5,068,173 5,164,139 5,063,791 15,296,103
転出 5,137,166 5,201,248 5,102,734 15,441,148

その他記載 75,962 82,272 76,774 235,008
その他消除 46,855 51,727 42,132 140,714
社会増減数 -39,886 -6,564 -4,301 -50,751
社会増減率 -0.031% -0.005% -0.003% -0.040%

人口 59,889,619 59,927,776 60,019,680 －
転入 2,848,283 2,878,581 2,821,590 8,548,454
転出 2,797,064 2,802,043 2,739,328 8,338,435

その他記載 46,522 53,348 48,503 148,373
その他消除 30,485 37,469 29,114 97,068
社会増減数 67,256 92,417 101,651 261,324
社会増減率 0.112% 0.154% 0.169% 0.436%

人口 66,770,064 66,465,903 66,414,954 －
転入 2,219,890 2,285,558 2,242,201 6,747,649
転出 2,340,102 2,399,205 2,363,406 7,102,713

その他記載 29,440 28,924 28,271 86,635
その他消除 16,370 14,258 13,018 43,646
社会増減数 -107,142 -98,981 -105,952 -312,075
社会増減率 -0.160% -0.149% -0.160% -0.467%

人口 44,187,169 44,052,014 44,072,634 －
転入 1,507,821 1,567,257 1,540,783 4,615,861
転出 1,557,787 1,613,162 1,598,918 4,769,867

その他記載 20,240 19,716 19,844 59,800
その他消除 11,305 9,242 9,150 29,697
社会増減数 -41,031 -35,431 -47,441 -123,903
社会増減率 -0.093% -0.080% -0.108% -0.280%

人口 22,582,895 22,413,889 22,342,320 －
転入 712,069 718,301 701,418 2,131,788
転出 782,315 786,043 764,488 2,332,846

その他記載 9,200 9,208 8,427 26,835
その他消除 5,065 5,016 3,868 13,949
社会増減数 -66,111 -63,550 -58,511 -188,172
社会増減率 -0.293% -0.284% -0.262% -0.833%

(注)1　住民基本台帳調査に基づき、当省が作成した。

  「社会増減数」及び「社会増減率」は、次のとおり計算している。

 転入－転出＋その他記載-その他消除=社会増減数

 社会増減数/人口=社会増減率

 　また、平成24年度～26年は、3か年の社会増減数の合計を平成24年3月31日の人口で除したものである。

 　    「その他記載」及び「その他消除」は、転出入や出生・死亡以外の事由により職権により記載又は消除さ
      れた者の数を集計したものである。

    2　「転入」及び「転出」は、それぞれ、日本人の転入者（他の市区町村又は国外から転入し転入届により住
　　  民票に記載された者の数）及び転出者（他の市区町村又は国外に転出し転出届により住民票を消除された
      者の数）を集計したものである。

区分

全国

大都市圏

地方圏

地方都市

周辺等市町村

        なお、住民基本台帳調査では、平成26年調査（社会増減の調査期間としては平成25年）から、人口の調
      査期日を3月31日から1月1日に、転出入等の社会増減の調査期間を4月1日から3月31日までの期間から1月1
      日から12月31日までの期間に、それぞれ変更している。
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表1-(1)-①-ⅱ　社会増減数
（単位：人）  

（注）住民基本台帳調査に基づき、当省が作成した。

表1-(1)-①-ⅲ　社会増減率

（注）住民基本台帳調査に基づき、当省が作成した。
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1
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-
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増

減
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大
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市
圏

（
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圏
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圏
、
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阪
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）
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方
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周
辺

等
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町
村
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別
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。
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「
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年

連
続
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増

）
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は
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成

2
4
年
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、

2
5
年

及
び

2
6
年

に
お

い
て

連
続
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社

会
増
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市

区
町
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の
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「
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ち
3
年

連
続
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減

）
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社
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減
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、
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ち
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記
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の

状
況
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表
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「
割

合
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は
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小

数
第
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位
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る
た

め
、
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ち
3
年

連
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表
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-
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③
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会
増
減

表
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③
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H
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6
6
,9

0
4

1
3
,8

2
9

1
2
,3

3
2

3
,6

5
9

2
9
,8

2
0

0
.0

7
4
%

0
.0

6
6
%

0
.0

1
9
%

0
.1

5
9
%

政
令

市
通

勤
圏

外
1
9
2

1
1

1
5
0

3
1

5
.7

%
7
8
.1

%
1
6
.1

%
2
5
,4

3
2
,1

1
4

2
5
,2

9
8
,1

5
1

2
5
,2

8
0
,8

4
1

2
5,

1
4
2
,0

5
6

2
5
,3

3
7
,0

3
5

-
5
4
,8

6
0

-
4
7
,7

6
3

-
5
1
,1

0
0

-
1
5
3
,7

2
3

-
0
.2

1
6
%

-
0
.1

8
9
%

-
0
.2

0
2
%

-
0
.6

0
4
%

（
注

）
本

表
は

、
表

1
-
(1

)-
③

-
ⅰ

の
地

方
都

市
の

数
値

を
ま

と
め

た
も

の
で

あ
る

。

区
　

分

市
区

町
村

数
(H

2
7
.1

.1
現

在
）

割
合

人
口

社
会

増
減

社
会

増
減

率

社
会

増
減

率

区
　

分

市
区

町
村

数
(H

2
7
.1

.1
現

在
）

割
合

人
口

社
会

増
減
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【参考】　都道府県別・通勤圏内外別の3年連続社会増減の状況 （単位：市区町村）

市区町村数 増 割合 減 割合
どちらで
もない

割合 市区町村数 増 割合 減 割合
どちらで
もない

割合

北海道 12 1 8.3% 9 75.0% 2 16.7% 167 4 2.4% 133 79.6% 30 18.0%

青森県 0 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 40 1 2.5% 36 90.0% 3 7.5%

岩手県 0 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 33 2 6.1% 25 75.8% 6 18.2%

宮城県 30 8 26.7% 11 36.7% 11 36.7% 5 0 0.0% 4 80.0% 1 20.0%

秋田県 0 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 25 0 0.0% 23 92.0% 2 8.0%

山形県 0 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 35 1 2.9% 28 80.0% 6 17.1%

福島県 1 0 0.0% 0 0.0% 1 100.0% 58 1 1.7% 46 79.3% 11 19.0%

茨城県 15 4 26.7% 9 60.0% 2 13.3% 29 1 3.4% 23 79.3% 5 17.2%

栃木県 4 1 25.0% 1 25.0% 2 50.0% 21 2 9.5% 15 71.4% 4 19.0%

群馬県 3 0 0.0% 2 66.7% 1 33.3% 32 3 9.4% 24 75.0% 5 15.6%

埼玉県 50 16 32.0% 20 40.0% 14 28.0% 13 1 7.7% 8 61.5% 4 30.8% ○

千葉県 37 11 29.7% 13 35.1% 13 35.1% 17 1 5.9% 15 88.2% 1 5.9% ○

東京都 48 35 72.9% 5 10.4% 8 16.7% 14 2 14.3% 6 42.9% 6 42.9% ○

神奈川県 26 7 26.9% 8 30.8% 11 42.3% 7 1 14.3% 5 71.4% 1 14.3% ○

新潟県 15 0 0.0% 12 80.0% 3 20.0% 15 1 6.7% 12 80.0% 2 13.3%

富山県 0 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 15 0 0.0% 10 66.7% 5 33.3%

石川県 0 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 19 2 10.5% 11 57.9% 6 31.6%

福井県 0 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 17 1 5.9% 16 94.1% 0 0.0%

山梨県 4 0 0.0% 3 75.0% 1 25.0% 23 2 8.7% 16 69.6% 5 21.7%

長野県 0 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 77 6 7.8% 33 42.9% 38 49.4%

岐阜県 5 1 20.0% 3 60.0% 1 20.0% 37 3 8.1% 25 67.6% 9 24.3% ○

静岡県 15 1 6.7% 10 66.7% 4 26.7% 20 2 10.0% 14 70.0% 4 20.0%

愛知県 39 15 38.5% 8 20.5% 16 41.0% 15 5 33.3% 6 40.0% 4 26.7% ○

三重県 6 2 33.3% 3 50.0% 1 16.7% 23 3 13.0% 15 65.2% 5 21.7% ○

滋賀県 13 3 23.1% 8 61.5% 2 15.4% 6 0 0.0% 3 50.0% 3 50.0%

京都府 15 5 33.3% 5 33.3% 5 33.3% 11 0 0.0% 10 90.9% 1 9.1% ○

大阪府 43 6 14.0% 30 69.8% 7 16.3% 0 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% ○

兵庫県 19 4 21.1% 9 47.4% 6 31.6% 22 0 0.0% 20 90.9% 2 9.1% ○

奈良県 24 4 16.7% 14 58.3% 6 25.0% 15 0 0.0% 14 93.3% 1 6.7% ○

和歌山県 5 0 0.0% 4 80.0% 1 20.0% 25 3 12.0% 20 80.0% 2 8.0%

鳥取県 0 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 19 1 5.3% 12 63.2% 6 31.6%

島根県 0 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 19 1 5.3% 15 78.9% 3 15.8%

岡山県 17 5 29.4% 5 29.4% 7 41.2% 10 0 0.0% 5 50.0% 5 50.0%

広島県 13 0 0.0% 7 53.8% 6 46.2% 10 0 0.0% 8 80.0% 2 20.0%

山口県 3 0 0.0% 3 100.0% 0 0.0% 16 0 0.0% 9 56.3% 7 43.8%

徳島県 0 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 24 2 8.3% 17 70.8% 5 20.8%

香川県 0 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 17 1 5.9% 11 64.7% 5 29.4%

愛媛県 0 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 20 3 15.0% 14 70.0% 3 15.0%

高知県 0 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 34 2 5.9% 23 67.6% 9 26.5%

福岡県 57 11 19.3% 26 45.6% 20 35.1% 3 0 0.0% 2 66.7% 1 33.3%

佐賀県 6 1 16.7% 1 16.7% 4 66.7% 14 0 0.0% 11 78.6% 3 21.4%

長崎県 0 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 21 1 4.8% 17 81.0% 3 14.3%

熊本県 26 5 19.2% 15 57.7% 6 23.1% 19 0 0.0% 13 68.4% 6 31.6%

大分県 0 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 18 0 0.0% 14 77.8% 4 22.2%

宮崎県 0 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 26 3 11.5% 16 61.5% 7 26.9%

鹿児島県 0 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 43 3 7.0% 32 74.4% 8 18.6%

沖縄県 0 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 41 7 17.1% 14 34.1% 20 48.8%

合計 551 146 26.5% 244 44.3% 161 29.2% 1,190 72 6.1% 849 71.3% 269 22.6%

（注）1　住民基本台帳調査に基づき、当省が作成した。　

      3　「通勤圏」は、大都市通勤圏及び政令市通勤圏内の市区町村を、「通勤圏外」は、大都市通勤圏外及び政令市通勤圏外の市区町村を表している。

区　分

通勤圏 通勤圏外

三大都市圏

      2　「増」及び「減」は、それぞれ平成24年度、25年及び26年において連続で社会増又は社会減の市区町村の数を表している。
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表
1
-
（
1
）
-
④

　
大

都
市

圏
・
地

方
圏

等
別

の
人

口
移

動
の

状
況

表
1
-
（
1
）
-
④

-
ⅰ
　
大

都
市

圏
・
地

方
圏

等
別

の
人

口
移

動
（
単
位
：
人
）

大
都

市
圏

地
方

圏
秘

匿
処

理

転
出

転
出

転
出

転
出

転
出

転
出

転
出

割
合

割
合

割
合

割
合

割
合

割
合

割
合

大
都

市
圏

1
,3
2
2
,6
7
0

5
6
.4
8
1
%

1
9
9
,5
6
5

8
.5
2
2
%

5
0
9
,0
7
2

2
1
.7
3
8
%

2
,0
3
1
,3
0
7

8
6
.7
4
1
%

2
7
2
,2
8
5

1
1
.6
2
7
%

3
8
,2
1
7

1
.6
3
2
%

3
1
0
,5
0
2

1
3
.2
5
9
%

2
,3
4
1
,8
0
9

1
0
0
%

3
2
5
,7
5
2

2
,6
6
7
,5
6
1

5
3
.3
9
6
%

転
入

割
合

8
4
.9
8
5
%

7
5
.2
3
5
%

8
4
.8
3
6
%

8
3
.8
8
0
%

2
1
.0
2
9
%

8
.5
2
7
%

1
7
.8
1
5
%

　
東

京
圏

1
,2
3
7
,9
9
3

8
3
.7
2
6
%

1
9
,2
3
8

1
.3
0
1
%

4
5
,5
1
6

3
.0
7
8
%

1
,3
0
2
,7
4
7

8
8
.1
0
5
%

1
5
3
,6
9
0

1
0
.3
9
4
%

2
2
,1
9
5

1
.5
0
1
%

1
7
5
,8
8
5

1
1
.8
9
5
%

1
,4
7
8
,6
3
2

1
0
0
%

1
8
8
,6
3
3

1
,6
6
7
,2
6
5

3
3
.3
7
3
%

転
入

割
合

7
9
.5
4
4
%

7
.2
5
3
%

7
.5
8
5
%

5
3
.7
9
5
%

1
1
.8
7
0
%

4
.9
5
2
%

1
0
.0
9
1
%

　
名

古
屋

圏
2
4
,1
8
0

9
.2
5
2
%

1
6
9
,0
0
7

6
4
.6
6
5
%

1
1
,2
2
4

4
.2
9
4
%

2
0
4
,4
1
1

7
8
.2
1
1
%

5
4
,1
9
1

2
0
.7
3
4
%

2
,7
5
7

1
.0
5
5
%

5
6
,9
4
8

2
1
.7
8
9
%

2
6
1
,3
5
9

1
0
0
%

5
2
,1
6
4

3
1
3
,5
2
3

6
.2
7
6
%

転
入

割
合

1
.5
5
4
%

6
3
.7
1
5
%

1
.8
7
0
%

8
.4
4
1
%

4
.1
8
5
%

0
.6
1
5
%

3
.2
6
7
%

　
大

阪
圏

6
0
,4
9
7

1
0
.0
5
2
%

1
1
,3
2
0

1
.8
8
1
%

4
5
2
,3
3
2

7
5
.1
6
1
%

5
2
4
,1
4
9

8
7
.0
9
4
%

6
4
,4
0
4

1
0
.7
0
2
%

1
3
,2
6
5

2
.2
0
4
%

7
7
,6
6
9

1
2
.9
0
6
%

6
0
1
,8
1
8

1
0
0
%

8
4
,9
5
5

6
8
6
,7
7
3

1
3
.7
4
7
%

転
入

割
合

3
.8
8
7
%

4
.2
6
8
%

7
5
.3
8
0
%

2
1
.6
4
4
%

4
.9
7
4
%

2
.9
6
0
%

4
.4
5
6
%

地
方

圏
2
3
3
,6
9
0

1
2
.8
2
0
%

6
5
,6
8
9

3
.6
0
4
%

9
0
,9
9
4

4
.9
9
2
%

3
9
0
,3
7
3

2
1
.4
1
6
%

1
,0
2
2
,5
1
2

5
6
.0
9
5
%

4
0
9
,9
5
0

2
2
.4
9
0
%

1
,4
3
2
,4
6
2

7
8
.5
8
4
%

1
,8
2
2
,8
3
5

1
0
0
%

5
0
5
,4
1
4

2
,3
2
8
,2
4
9

4
6
.6
0
4
%

転
入

割
合

1
5
.0
1
5
%

2
4
.7
6
5
%

1
5
.1
6
4
%

1
6
.1
2
0
%

7
8
.9
7
1
%

9
1
.4
7
3
%

8
2
.1
8
5
%

　
地

方
都

市
2
0
3
,0
6
6

1
5
.2
2
3
%

6
2
,0
0
4

4
.6
4
8
%

7
5
,2
3
1

5
.6
4
0
%

3
4
0
,3
0
1

2
5
.5
1
0
%

7
2
3
,4
5
1

5
4
.2
3
3
%

2
7
0
,2
2
4

2
0
.2
5
7
%

9
9
3
,6
7
5

7
4
.4
9
0
%

1
,3
3
3
,9
7
6

1
0
0
%

2
3
8
,2
2
1

1
,5
7
2
,1
9
7

3
1
.4
7
0
%

転
入

割
合

1
3
.0
4
7
%

2
3
.3
7
5
%

1
2
.5
3
7
%

1
4
.0
5
2
%

5
5
.8
7
4
%

6
0
.2
9
5
%

5
7
.0
1
1
%

　
周

辺
等

市
町

村
3
0
,6
2
4

6
.2
6
4
%

3
,6
8
5

0
.7
5
4
%

1
5
,7
6
3

3
.2
2
4
%

5
0
,0
7
2

1
0
.2
4
3
%

2
9
9
,0
6
1

6
1
.1
7
5
%

1
3
9
,7
2
6

2
8
.5
8
2
%

4
3
8
,7
8
7

8
9
.7
5
7
%

4
8
8
,8
5
9

1
0
0
%

2
6
7
,1
9
3

7
5
6
,0
5
2

1
5
.1
3
4
%

転
入

割
合

1
.9
6
8
%

1
.3
8
9
%

2
.6
2
7
%

2
.0
6
8
%

2
3
.0
9
7
%

3
1
.1
7
7
%

2
5
.1
7
5
%

総
計

（
転

入
）

1
,5
5
6
,3
6
0

2
6
5
,2
5
4

6
0
0
,0
6
6

2
,4
2
1
,6
8
0

1
,2
9
4
,7
9
7

4
4
8
,1
6
7

1
,7
4
2
,9
6
4

4
,1
6
4
,6
4
4

1
0
0
%

1
0
0
%

1
0
0
%

1
0
0
%

1
0
0
%

1
0
0
%

1
0
0
%

秘
匿

処
理

2
0
9
,8
0
0

5
1
,8
5
2

8
2
,4
3
8

3
4
4
,0
9
0

2
3
9
,6
0
0

2
4
7
,4
7
6

4
8
7
,0
7
6

8
3
1
,1
6
6

総
計

（
転

入
）

1
,7
6
6
,1
6
0

3
1
7
,1
0
6

6
8
2
,5
0
4

2
,7
6
5
,7
7
0

1
,5
3
4
,3
9
7

6
9
5
,6
4
3

2
,2
3
0
,0
4
0

4
,9
9
5
,8
1
0

1
0
0
%

（
秘

匿
処

理
も
含

め
た
全

体
）

3
5
.3
5
3
%

6
.3
4
7
%

1
3
.6
6
2
%

5
5
.3
6
2
%

3
0
.7
1
4
%

1
3
.9
2
5
%

4
4
.6
3
8
%

1
0
0
%

（
注

）
1
　

住
民

基
本

台
帳

人
口
移
動
報
告
の
参
考
表
に
基
づ
き
、
当
省
が
作
成
し
た

。

 
 
 
 
 
 
2
　

本
表

の
移

動
者

数
は

、
当
該
調
査
の
平
成
2
4
年
か
ら
2
7
年
ま
で
の
期
間
に

お
け

る
日

本
人

の
国

内
の

市
区

町
村

間
移

動
者

数
の

年
平

均
で

あ
る

。
各

区
分

ご
と

に
小

数
点

以
下

を
四
捨
五
入
し
て
お
り
、
総
計
欄
は
当
該
数
値
を
集
計
し
た
も
の
で
あ
る
。

 
 
 
 
 
 
3
　

「
転

入
割

合
」

は
、

各
区
分
の
「
総
計
（
転
入
）
」
に
占
め
る
各
区
分
の

市
区

町
村

か
ら

の
移

動
者

の
割

合
を

、
「

転
出

割
合

」
は

、
各

区
分

の
「

総
計

（
転

出
）

」
に

占
め

る
各
区
分
の
市
区
町
村
か
ら
の
移
動
者
の
割
合
を
、
そ
れ
ぞ
れ
表
し
て
い
る
。

 
 
 
 
 
 
 
　

 
ま

た
、

「
総

計
（

転
入
）
（
秘
匿
処
理
も
含
め
た
全
体
）
」
欄
及
び
「
総

計
（

転
出

）
（

秘
匿

処
理

も
含

め
た

全
体

）
」

欄
の

％
は

、
移

動
者

総
数

に
占

め
る

各
区

分
の

移
動
者
の
割
合
を
表
し
て
い
る
。

 
 
 
 
 
 
5
　

「
転

出
割

合
」

等
の

％
表
記
し
て
い
る
も
の
は
、
い
ず
れ
も
小
数
第
4
位

で
四

捨
五

入
し

た
も

の
で

あ
る

た
め

、
合

計
し

て
も

必
ず

し
も

1
0
0
％

に
な

ら
な

い
。

　
　
　
　
　
　
　
　
移

動
先

移
動

元

　
 
 
 
 
 
 
 
な

お
、

当
該

統
計

で
は
前
住
市
区
町
村
（
又
は
現
住
市
区
町
村
）
別
に

男
女

計
の

年
齢

階
級

計
の

移
動

者
数

が
極

め
て

少
な

い
市

区
町

村
は

，
「

そ
の

他
の

区
」

、
「

そ
の

他
の

市
町
村
」
又
は
「
そ
の
他
の
県
」
と
い
う
形
で
市
区
町
村
名
が
秘
匿
処
理
さ
れ
て
お
り
、
こ
れ
ら
は
本
結
果

　
　

　
　

報
告

書
の

区
分

（
大

都
市
圏
、
地
方
圏
（
地
方
都
市
、
周
辺
等
市
町
村
）

）
に

応
じ

て
整

理
す

る
こ

と
が

困
難

で
あ

る
。

こ
の

た
め

、
移

動
先

と
移

動
元

の
関

係
が

確
認

で
き

る
も
の
と
区
分
し
て
「
秘
匿
処
理
」
欄
に
計
上
し
て
い
る
。

 
 
 
 
 
 
4
　

実
際

の
移

動
者

数
は

、
移
動
元
と
移
動
先
が
確
認
で
き
る
数
か
ら
、
当
該

数
値

に
秘

匿
処

理
さ

れ
て

い
る

数
（

移
動

先
が

秘
匿

処
理

さ
れ

て
い

る
数

と
移

動
元

が
秘

匿
処

理
さ

れ
て
い
る
数
の
ど
ち
ら
か
少
な
い
方
の
数
値
）
を
加
算
し
た
数
ま
で
の
範
囲
内
で
あ
る
。

　
 
 
 
 
 
 
 
例

え
ば

、
地

方
圏

か
ら
の
移
動
者
の
う
ち
移
動
先
が
秘
匿
処
理
さ
れ
て

い
る

数
は

5
0
.
5
万

人
で

あ
る

が
、

大
都

市
圏

へ
の

移
動

者
の

う
ち

移
動

元
が

秘
匿

処
理

さ
れ

て
い

る
数

は
3
4
.
4
万
人
で
あ
る
た
め
、
地
方
圏
か
ら
大
都
市
圏
へ
の
移
動
者
は
最
大
で
も
移
動
元
と
移
動
先
が
確
認
で
き

 
 
 
 
 
 
 
る

3
9
.
0
万

人
に

こ
の

3
4
.
4
万
人
を
加
え
た
7
3
.
4
万
人
と
推
定
し
て
い
る
。

総
計

（
転

出
）

名
古

屋
圏

周
辺

等
市

町
村

地
方

都
市

大
阪

圏
東

京
圏

総
計

（
転

出
）

（
秘

匿
処

理
も
含

め
た
全

体
）
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表
1
-
(1
)-
④
-
ⅱ
　
移
動
者
総
数
に
占
め
る
東
京
圏
の
移
動
者
の
割
合

（
単

位
：
人

）

平
成

2
4
年

2
5
年

2
6
年

2
7
年

対
2
4
年

比

移
動

者
総

数
A

5
,
0
1
8
,
1
6
6

5
,
0
1
5
,
5
7
1

4
,
9
0
8
,
0
0
9

5
,
0
4
1
,
4
8
3

2
3
,
3
1
7

東
京

圏
へ

の
移

動
実

数
B

1
,
7
5
4
,
9
6
4

1
,
7
6
7
,
6
1
8

1
,
7
3
6
,
3
8
1

1
,
8
0
5
,
6
7
5

5
0
,
7
1
1

割
合

B
/
A

3
5
.
0
%

3
5
.
2
%

3
5
.
4
%

3
5
.
8
%

0
.
8
%

東
京

圏
か

ら
の

移
動

実
数

C
1
,
6
8
6
,
9
4
5

1
,
6
7
0
,
1
7
0

1
,
6
2
5
,
9
9
9

1
,
6
8
5
,
9
4
4

-
1
,
0
0
1

割
合

C
/
A

3
3
.
6
%

3
3
.
3
%

3
3
.
1
%

3
3
.
4
%

-
0
.
2
%

転
入

超
過

数
実

数
B
-
C

6
8
,
0
1
9

9
7
,
4
4
8

1
1
0
,
3
8
2

1
1
9
,
7
3
1

5
1
,
7
1
2

対
2
4
年

比
1
.
0

1
.
4

1
.
6

1
.
8

1
.
8

（
注

）
住

民
基

本
台

帳
人

口
移

動
報

告
に

基
づ

き
、

当
省

が
作

成
し

た
。

区
　

分
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（注）1 住民基本台帳人口移動報告に基づき、当省が作成した。
なお、上記統計では前住市区町村（又は現住市区町村）別の移動者数が極めて少ない市区町村は、個人が特定される可能性があるとして、「その他の区」、

「その他の市町村」又は「その他の県」という形で秘匿処理されている。
よって、移動者数の最大値は、移動元と移動先が特定できる数から、当該数値に秘匿処理されている数（移動先が秘匿処理されている数と移動元が秘匿処

理されている数のどちらか少ない方の数値）を加算した数としている。例えば、周辺等市町村からの移動者のうち移動先が秘匿処理されている数は26.7万人
であるが、地方都市への移動者のうち移動元が秘匿処理されている数は23.9万人であるため、周辺等市町村から地方都市への移動者は最大でも移動元と移
動先が特定できる29.9万人にこの23.9万人を加えた53.8万人と推定している。

2 本表の移動者数は、千人未満切り捨てで記載している。

地方都市
域内移動72.3万人

（～96.1万人）

大都市圏
域内移動203.1万人

（～235.7万人）

周辺等市町村
域内移動13.9万人

（～38.7万人）

地方圏

5.0万人（～31.7万人）

3.8万人（～28.5万人）

表1‐(1)‐④‐ⅲ 大都市圏・地方圏等別の人口移動

地方圏

大都市圏

地方都市
域内移動72.3
～96.1万人

周辺等市町村
域内移動13.9～38.7万人

東京圏
域内移動123.7
～142.6万人

大阪圏
域内移動45.2
～53.4万人

名古屋圏
域内移動16.9
～22.0万人

27.0～50.8万人

29.9～53.8万人

6.2

～
11.3
万
人

5.４

～
10.6
万
人

1.5

～
9.8
万
人

1.9～
7.1万人

2.4～
7.6万人

4.5～12.7
万人

6.0～14.5
万人

0.3～5.5万人

7.5～15.7万人

1.1～6.3万人

0.2～5.4万人

1.1～6.3万人

6.4～14.9万人

1.3

～
9.8
万
人

表1‐(1)‐④‐ⅳ 大都市圏（都市圏別）・地方圏等別の人口移動

（注）表1‐(1)‐④‐ⅲの注に同じ。
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（単位：千人）

※ 「移動先が特定できる者」の数値に「移動先が秘匿処理されている者」と「移動元が秘匿処理されている者」の
うち少ない方の数値を加えたものが、計算上の移動者数の最大値と推定される。

大都市圏内移動者数と地方都市への移動者数の比較

表1‐(1)‐④‐ⅴ 人口移動の状況（大都市圏）

2,667 

2,031 

272 

38 

325 

0 500 1,000 1,500 2,000 2,500 3,000

全移動者

大都市圏内移動

地方都市

周辺等市町村

秘匿処理

239

344

247

239

移動元が秘匿処理されている者(b)

511

大都市圏内の他の市区
町村への移動者が最も
多い

移動先が秘匿処理されている者移動先が特定できる者 移動元が秘匿処理されている者

(a>b)

（a）

（単位：千人）地方都市への移動者数と周辺等市町村への移動者数の比較

表1‐(1)‐④‐ⅵ 人口移動の状況（大都市圏）

2,667 

2,031 

272 

325 

0 500 1,000 1,500 2,000 2,500 3,000

全移動者

大都市圏内移動

地方都市

周辺等市町村

秘匿処理

247

344

247

239

移動元が秘匿処理されている者(b)

285
地方都市への移動者の最小値と周辺等市町村へ
の移動者の最大値を比較すると、周辺等市町村へ
の移動者の方が1.3万人多いが、１都3県における
人口移動の状況や1都3県内の地方都市5市の移動
者数（表1‐(1)‐④‐xii参照）を踏まえると、地方都市へ
の移動者の方が多い(a>b)

（a）

38

※ 「移動先が特定できる者」の数値に「移動先が秘匿処理されている者」と「移動元が秘匿処理されている者」の
うち少ない方の数値を加えたものが、計算上の移動者数の最大値と推定される。

移動先が秘匿処理されている者移動先が特定できる者 移動元が秘匿処理されている者

- 63 -



（単位：千人）地方圏内移動者数と大都市圏への移動者数の比較

表1‐(1)‐④‐ⅶ 人口移動の状況（地方圏）

2,328 

1,432 

390 

505 

0 500 1,000 1,500 2,000 2,500

全移動者

地方圏内移動

大都市圏

秘匿処理

344

移動元が秘匿処理されている者(b)

487

344

734

地方圏内の他の市区町
村への移動者が最も多い(a>b)

（a）

※ 「移動先が特定できる者」の数値に「移動先が秘匿処理されている者」と「移動元が秘匿処理されている者」の
うち少ない方の数値を加えたものが、計算上の移動者数の最大値と推定される。

移動先が秘匿処理されている者移動先が特定できる者 移動元が秘匿処理されている者

表1‐(1)‐④‐ⅷ 人口移動の状況（地方都市）

（単位：千人）他の地方都市への移動者数と大都市圏への移動者数の比較

1,572 

723 

340 

270 

238 

0 200 400 600 800 1,000 1,200 1,400 1,600 1,800

全移動者

他の地方都市

大都市圏

周辺等市町村

秘匿処理

344

247

239

移動元が秘匿処理されている者(b)

238

(a<b)

（a）

他の地方都市への移動
者が最も多い

578

※ 「移動先が特定できる者」の数値に「移動先が秘匿処理されている者」と「移動元が秘匿処理されている者」の
うち少ない方の数値を加えたものが、計算上の移動者数の最大値と推定される。

移動先が秘匿処理されている者移動先が特定できる者 移動元が秘匿処理されている者
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表1‐(1)‐④‐ⅸ 人口移動の状況（周辺等市町村）
（単位：千人）地方都市への移動者数と大都市圏への移動者数の比較

756 

299 

139 

50 

267 

0 100 200 300 400 500 600 700 800

全移動者

地方都市

他の周辺等市町村

大都市圏

秘匿処理

247

239

移動元が秘匿処理されている者(b)

267

317

(a<b)

（a）

地方都市への移動者の最小値と大都市圏への移
動者の最大値を比較すると大都市圏への移動者の
方が1.8万人多いが、１都3県における人口移動の
状況や1都3県内の地方都市5市の移動者数（表1‐
(1)‐④‐xiii参照）を踏まえると、地方都市への移動者
の方が多い

344

※ 「移動先が特定できる者」の数値に「移動先が秘匿処理されている者」と「移動元が秘匿処理されている者」の
うち少ない方の数値を加えたものが、計算上の移動者数の最大値と推定される。

移動先が秘匿処理されている者移動先が特定できる者 移動元が秘匿処理されている者

（単位：千人）地方都市からの移動者数と周辺等市町村からの移動者数の比較

表1‐(1)‐④‐ⅹ 人口移動の状況（東京圏）－転入

1,766 

1,237 

203 

60 

30 

24 

209 

0 200 400 600 800 1,000 1,200 1,400 1,600 1,800 2,000

全移動者

東京圏内移動

地方都市

大阪圏

周辺等市町村

名古屋圏

秘匿処理

209

188

267

238

移動先が秘匿処理されている者(b)

145

(a<b)

（a）

84

52

84

240

76

52

地方都市からの移動者の最小値と周辺等市町村
からの移動者の最大値を比較すると周辺等市町
村からの移動者の方が3.7万人多いが、1都3県に
おける人口移動の状況や1都3県内の地方都市5
市の移動者数（表1‐(1)‐④‐xiv参照）を踏まえると、
地方都市からの移動者の方が多い

※ 「移動元が特定できる者」の数値に「移動元が秘匿処理されている者」と「移動先が秘匿処理されている者」の
うち少ない方の数値を加えたものが、計算上の移動者数の最大値と推定される。

移動元が秘匿処理されている者移動元が特定できる者 移動先が秘匿処理されている者
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表
1
-
(1
)-
④
‐
xi
　
　
大
都
市
圏
・
地
方
圏
別
の
人
口
移
動
（
地
方
都
市
5
市
を
含
む
1
都
3
県
で
集
計
し
た
場
合
）　

　
　
　
　
　
　

　
（
単
位
：
人
）

大
都
市
圏
（
5
市

を
含
む
）

地
方
圏
（
5
市
を

除
く
）

総
計
（
転
出
）

秘
匿
処
理

総
計
（
転
出
）

（
秘

匿
処

理
も

含
め

た
全

体
）

1
都
3
県

名
古
屋
圏

大
阪
圏

大
都
市
圏

地
方
都
市
（
5
市

を
除
く
）

周
辺

等
市
町
村

地
方
圏

総
計
（
転
出
）

秘
匿
処
理

総
計
（
転
出
）

（
秘

匿
処

理
含

む
）

大
都

市
圏

（
5
市

を
含

む
）

1
,
4
1
7
,
5
7
2

2
0
7
,
8
3
3

5
2
1
,
8
1
8

2
,
1
4
7
,
2
2
3

3
2
0
,
2
6
1

9
0
,
4
6
3

4
1
0
,
7
2
4

2
,
5
5
7
,
9
4
7

1
2
1
,
5
7
5

2
,
6
7
9
,
5
2
2

1
都

3
県

1
,
3
0
7
,
4
9
5

2
7
,
5
0
6

5
8
,
2
6
2

1
,
3
9
3
,
2
6
3

2
0
1
,
7
3
4

7
4
,
4
4
1

2
7
6
,
1
7
5

1
,
6
6
9
,
4
3
8

9
,
7
8
8

1
,
6
7
9
,
2
2
6

名
古

屋
圏

3
4
,
2
8
0

1
6
9
,
0
0
7

1
1
,
2
2
4

2
1
4
,
5
1
1

5
4
,
1
7
2

2
,
7
5
7

5
6
,
9
2
9

2
7
1
,
4
4
0

4
2
,
0
8
3

3
1
3
,
5
2
3

大
阪

圏
7
5
,
7
9
7

1
1
,
3
2
0

4
5
2
,
3
3
2

5
3
9
,
4
4
9

6
4
,
3
5
5

1
3
,
2
6
5

7
7
,
6
2
0

6
1
7
,
0
6
9

6
9
,
7
0
4

6
8
6
,
7
7
3

地
方

圏
（

5
市

を
除

く
）

3
5
0
,
7
5
8

6
5
,
6
6
4

9
0
,
9
4
3

5
0
7
,
3
6
5

1
,
0
2
1
,
2
2
6

4
0
9
,
8
6
0

1
,
4
3
1
,
0
8
6

1
,
9
3
8
,
4
5
1

3
7
7
,
8
4
0

2
,
3
1
6
,
2
9
1

地
方

都
市

（
5
市

を
除
く
）

2
5
4
,
6
9
3

6
1
,
9
7
9

7
5
,
1
8
0

3
9
1
,
8
5
2

7
2
2
,
2
8
0

2
7
0
,
1
3
4

9
9
2
,
4
1
4

1
,
3
8
4
,
2
6
6

1
7
5
,
9
7
2

1
,
5
6
0
,
2
3
8

周
辺

等
市

町
村

9
6
,
0
6
5

3
,
6
8
5

1
5
,
7
6
3

1
1
5
,
5
1
3

2
9
8
,
9
4
6

1
3
9
,
7
2
6

4
3
8
,
6
7
2

5
5
4
,
1
8
5

2
0
1
,
8
6
8

7
5
6
,
0
5
3

総
計

（
転

入
）

1
,
7
6
8
,
3
3
0

2
7
3
,
4
9
7

6
1
2
,
7
6
1

2
,
6
5
4
,
5
8
8

1
,
3
4
1
,
4
8
7

5
0
0
,
3
2
3

1
,
8
4
1
,
8
1
0

4
,
4
9
6
,
3
9
8

秘
匿

処
理

9
,
0
2
0

4
3
,
6
0
9

6
9
,
7
4
3

1
2
2
,
3
7
2

1
8
1
,
7
2
3

1
9
5
,
3
2
0

3
7
7
,
0
4
3

4
9
9
,
4
1
5

総
計

（
転

入
）

（
秘

匿
処

理
も

含
め

た
全

体
）

1
,
7
7
7
,
3
5
0

3
1
7
,
1
0
6

6
8
2
,
5
0
4

2
,
7
7
6
,
9
6
0

1
,
5
2
3
,
2
1
0

6
9
5
,
6
4
3

2
,
2
1
8
,
8
5
3

4
,
9
9
5
,
8
1
3

（
注
）
1
　
住
民
基
本
台
帳
人
口

移
動

報
告

の
参

考
表

に
基

づ
き

、
当

省
が

作
成
し
た
。

 
 
 
 
 
 
2
　
表
1
-
(
1
)
-
④
-
ⅰ
の

移
動

者
数

を
、

大
都

市
圏

等
の

区
分

を
一

部
変
更
し
て
集
計
し
た
も
の
で
あ
る
。

（
単
位
：
人
）

転
入
者
数

転
出
者
数

1
,
1
4
1

1
,
4
4
4

2
,
4
2
3

2
,
5
1
6

1
,
7
7
3

1
,
8
9
1

1
,
4
3
9

1
,
6
2
5

4
,
4
1
5

4
,
4
8
4

1
1
,
1
9
1

1
1
,
9
6
0

（
注
）
1
　
住
民
基
本
台
帳
人
口

移
動

報
告

に
基

づ
き

、
当

省
が

作
成

し
た

。
　
　
　
2
　
「
転
入
者
数
」
及
び

「
転

入
者

数
」

は
、

当
該

調
査

の
平

成
2
4
年

か
ら
2
7
年
ま
で
の
期
間
の
年
平
均
で
あ
る
。

旭
市

青
梅
市

5
市

合
計

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　
　
　
　
　
　
移
動
先

移
動

元

【
参
考
】
　
1
都
3
県
内
の
地
方
都
市
5
市
に
お
け
る
移
動
者
数

地
方

都
市
名

秩
父
市

本
庄
市

館
山
市

【
説
明
】

今
回
、
全
国
1
,
7
4
1
市
区
町
村
を
大
都
市
圏
、
地
方
圏
等
に
区
分
し
て
人
口
移
動
の
分
析
を
行
っ
た
結
果
、
移
動
者
数
が

極
め
て

少
な
い

た
め
個

人
が
特

定
さ
れ

る
可
能

性
が
あ

る
と
し

て
移

動
先
等
が
統

計
上
秘

匿
処
理
さ
れ
て
い
る
者
が
8
3
.1
万
人
。

一
方
、
地

方
都
市

に
区
分
さ
れ
る
5
市
（
下
表
参
照

）
以
外
の
全
て
の
市
区
町
村
が
大
都
市
圏
に
区
分
さ
れ
る
1
都
3
県
（
埼

玉
県

、
千

葉
県

、
東
京

都
及
び

神
奈

川
県

）
に

つ
い
て

、
当
該

5

市
を
含
め
て

都
道
府

県
単
位
に
集
計
す
る
と
秘
匿
処
理
さ
れ
て
い
る
者
は
49
.
9
万
人
。
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（単位：千人）地方都市への移動者数と周辺等市町村への移動者数の比較

表1‐(1)‐④‐xii 人口移動の状況（大都市圏等）

2,679 

2,147 

320 

121 

0 500 1,000 1,500 2,000 2,500 3,000

全移動者

大都市圏等内移

動（5市を含む）

地方都市（5市を

除く）

周辺等市町村

秘匿処理

121

122

195

181

移動元が秘匿処理されている者(b)

212

地方都市への移動者の方が周辺等市町村への移
動者より10.8万人多い。
1都3県内の地方都市5市の転出者数は1.1万人で

あるため、この差が覆ることはなく、地方都市への
移動者の方が多い。

(a<b)

（a）

90

＜地方都市5市を含む1都3県で集計した場合＞

※ 「移動先が特定できる者」の数値に「移動先が秘匿処理されている者」と「移動元が秘匿処理されている者」の
うち少ない方の数値を加えたものが、計算上の移動者数の最大値と推定される。

移動先が秘匿処理されている者移動先が特定できる者 移動元が秘匿処理されている者

表1‐(1)‐④ ‐xiii  人口移動の状況（周辺等市町村）
（単位：千人）地方都市への移動者数と大都市圏への移動者数の比較

756 

298 

139 

115 

201 

0 100 200 300 400 500 600 700 800

全移動者

地方都市（5市を除く）

他の周辺等市町村

大都市圏等（5市を含む）

秘匿処理

195

181

移動元が秘匿処理されている者(b)

122

237

(a>b)

（a）

地方都市への移動者の方が大都市圏等への移動者より6.1万
人多い。
1都3県内の地方都市5市の転出者数は1.1万人であるため、こ
の差が覆ることはなく、地方都市への移動者の方が多い。

122

※ 「移動先が特定できる者」の数値に「移動先が秘匿処理されている者」と「移動元が秘匿処理されている者」の
うち少ない方の数値を加えたものが、計算上の移動者数の最大値と推定される。

移動先が秘匿処理されている者移動先が特定できる者 移動元が秘匿処理されている者

＜地方都市5市を含む1都3県で集計した場合＞
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（単位：千人）地方都市からの移動者数と周辺等市町村からの移動者数の比較

表1‐(1)‐④ ‐xiv  人口移動の状況（1都3県）－転入

1,777 

1,307 

254 

96 

75 

34 

9 

0 200 400 600 800 1,000 1,200 1,400 1,600 1,800 2,000

全移動者

1都3県内移動

地方都市（5市を

除く）

周辺等市町村

大阪圏

名古屋圏

秘匿処理

9

201

175

移動先が秘匿処理されている者(b)

105

(a<b)

（a）

69

42

9

84

43

他の圏域からの移動では、地方都市からの移動者が
周辺等市町村からの移動者より14.9万人多い。
1都3県内の地方都市5市の転入者数は1.1万人である

ため、この差が覆ることはなく、地方都市からの移動
者の方が多い。

9

9

※ 「移動元が特定できる者」の数値に「移動元が秘匿処理されている者」と「移動先が秘匿処理されている者」の
うち少ない方の数値を加えたものが、計算上の移動者数の最大値と推定される。

移動元が秘匿処理されている者移動元が特定できる者 移動先が秘匿処理されている者

＜地方都市5市を含む1都3県で集計した場合＞
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0
8
%

0
.6

9
3
%

0
.9

9
7
%

5
.9

9
2
%

4
.5

7
6
%

5
.7

1
1
%

2
7
.2

1
0
%

2
8
.5

3
8
%

2
7
.6

3
6
%

1
6.

2
5
7
%

総
計

（
転

入
）

2
,3

3
7
,1

5
8

5
6
.1

1
9
%

8
4
,5

2
3

2
.0

3
0
%

2
,4

2
1
,6

8
1

5
8
.1

4
9
%

7
2
5
,1

7
6

1
7
.4

1
3
%

1
7
9
,4

4
3

4
.3

0
9
%

9
0
4
,6

1
9

2
1
.7

2
1
%

5
6
9
,6

2
3

1
3
.6

7
8
%

2
6
8
,7

2
5

6
.4

5
3
%

8
3
8
,3

4
8

2
0
.1

3
0
%

1
,7

4
2
,9

6
7

4
1
.8

5
1
%

4
,1

6
4
,6

4
8

1
0
0
%

1
0
0
%

1
0
0
%

1
0
0
%

1
0
0
%

1
0
0
%

1
0
0
%

1
0
0
%

1
0
0
%

1
0
0
%

1
0
0
%

秘
匿

処
理

2
9
9
,1

7
6

4
4
,9

1
4

3
4
4
,0

9
0

7
8
,6

9
5

7
0
,8

4
4

1
4
9
,5

3
9

1
6
0
,9

0
5

1
7
6
,6

3
2

3
3
7
,5

37
4
8
7
,0

7
6

8
3
1
,1

6
6

総
計

（
転

入
）

2
,6

3
6
,3

3
4

1
2
9
,4

3
7

2
,7

6
5
,7

7
1

8
0
3
,8

7
1

2
5
0
,2

8
7

1
,0

5
4
,1

5
8

7
3
0
,5

2
8

4
4
5
,3

5
7

1,
1
7
5
,8

8
5

2
,2

3
0
,0

4
3

4
,9

9
5
,8

1
4

1
0
0
%

（
秘

匿
処

理
も

含
め

た
全

体
）

5
2
.7

7
1
%

2
.5

9
1
%

5
5
.3

6
2
%

1
6
.0

9
1
%

5
.0

1
0
%

2
1
.1

0
1
%

1
4
.6

2
3
%

8
.9

1
5
%

2
3
.5

3
7
%

4
4
.6

3
8
%

1
0
0
%

  
  

  
 3

　
「
大

都
市

通
勤

圏
」
と

は
、

大
都

市
圏

内
に

所
在

す
る

市
区

町
村

で
、

大
都

市
圏

の
区

域
内

に
所

在
す

る
政

令
指

定
都

市
、

東
京

都
の

特
別

区
及

び
こ

れ
ら

の
市

区
へ

の
通

勤
通

学
者

の
割

合
が

1
0
％

以
上

と
な

る
市

町
村

で
あ

る
。

  
  

  
  

  
な

お
、

地
方

都
市

2
6
2
市

の
う

ち
、

政
令

市
通

勤
圏

内
に

所
在

す
る

市
が

6
5
市

存
在

し
て

い
る

。
　

　
　

4
　

「
転

入
割

合
」
は

、
各

区
分

の
「
総

計
（
転

入
）
」
に

占
め

る
各

区
分

の
市

町
村

か
ら

の
移

動
者

の
割

合
を

、
「
転

出
割

合
」
は

、
各

区
分

の
「
総

計
（
転

出
）
」
に

占
め

る
各

区
分

の
市

町
村

か
ら

の
移

動
者

の
割

合
を

、
そ

れ
ぞ

れ
表

し
て

い
る

。
　

　
　

　
　

ま
た

、
「
総

計
（
転

入
）
（
秘

匿
処

理
も

含
め

た
全

体
）
」
欄

及
び

「
総

計
（
転

出
）
（
秘

匿
処

理
も

含
め

た
全

体
）
」
欄

の
％

は
、

秘
匿

処
理

を
含

め
た

移
動

者
総

数
に

占
め

る
各

区
分

の
移

動
者

の
割

合
を

表
し

て
い

る
。

  
  

  
6
　

「
転

出
割

合
」
等

の
％

表
記

し
て

い
る

も
の

は
、

い
ず

れ
も

小
数

第
4
位

で
四

捨
五

入
し

た
も

の
で

あ
る

た
め

、
合

計
し

て
も

必
ず

し
も

1
0
0
％

に
な

ら
な

い
。

表
1
-
（
1
）
-
⑤

-
ⅱ

　
大

都
市

圏
通

勤
圏

・
政

令
市

通
勤

圏
等

別
の

人
口

移
動

（
移

動
先

を
通

勤
圏

別
に
区

別
し
な
い
も
の

）
（
単

位
：
人

）

大
都

市
圏

地
方

圏
総

計
（
転

出
）

秘
匿

処
理

総
計

（
転

出
）

地
方

都
市

周
辺

等
市

町
村

（
秘

匿
処

理
も

含
め

た
全

体
）

転
出

割
合

転
出

割
合

転
出

割
合

転
出

割
合

大
都

市
圏

2
,0

3
1
,3

0
7

8
6
.7

4
1
%

2
7
2
,2

8
6

1
1
.6

2
7
%

3
8
,2

1
7

1
.6

3
2
%

3
1
0
,5

0
3

1
3
.2

5
9
%

2
,3

4
1
,8

1
0

1
0
0
%

3
2
5
,7

5
2

2
,6

6
7
,5

6
2

転
入

割
合

8
3
.8

8
0
%

2
1
.0

2
9
%

8
.5

2
7
%

1
7
.8

1
5
%

5
6
.2

3
1
%

大
都

市
通

勤
圏

1
,9

6
9
,5

5
1

8
7
.6

6
8
%

2
3
9
,7

5
1

1
0
.6

7
2
%

3
7
,3

0
1

1
.6

6
0
%

2
7
7
,0

5
2

1
2
.3

3
2
%

2
,2

4
6
,6

0
3

1
0
0
%

2
7
8
,0

8
5

2
,5

2
4
,6

8
8

転
入

割
合

8
1
.3

3
0
%

1
8
.5

1
6
%

8
.3

2
3
%

1
5
.8

9
5
%

5
3
.9

4
5
%

大
都

市
通

勤
圏

外
6
1
,7

5
6

6
4
.8

6
5
%

3
2
,5

3
5

3
4
.1

7
3
%

9
1
6

0
.9

6
2
%

3
3
,4

5
1

3
5
.1

3
5
%

9
5
,2

0
7

1
0
0
%

4
7
,6

6
7

1
4
2
,8

7
4

転
入

割
合

2
.5

5
0
%

2
.5

1
3
%

0
.2

0
4
%

1
.9

1
9
%

2
.2

8
6
%

地
方

圏
3
9
0
,3

7
4

2
1
.4

1
6
%

1
,0

2
2
,5

1
3

5
6
.0

9
5
%

4
0
9
,9

5
1

2
2
.4

9
0
%

1
,4

3
2
,4

6
4

7
8
.5

8
4
%

1
,8

2
2
,8

3
8

1
0
0
%

5
0
5
,4

1
4

2
,3

2
8
,2

5
2

転
入

割
合

1
6
.1

2
0
%

7
8
.9

7
1
%

9
1
.4

7
3
%

8
2
.1

8
5
%

4
3
.7

6
9
%

政
令

市
通

勤
圏

2
1
1
,7

2
3

2
3
.5

5
9
%

5
1
8
,0

2
0

5
7
.6

4
1
%

1
6
8
,9

5
7

1
8
.8

0
0
%

6
8
6
,9

7
7

7
6
.4

4
1
%

8
9
8
,7

0
0

1
0
0
%

1
4
7
,9

4
5

1
,0

4
6
,6

4
5

転
入

割
合

8
.7

4
3
%

4
0
.0

0
8
%

3
7
.6

9
9
%

3
9
.4

1
4
%

2
1
.5

7
9
%

地
方

都
市

1
8
5
,7

8
5

2
5
.9

0
0
%

4
1
7
,4

1
0

5
8
.1

9
0
%

1
1
4
,1

3
2

1
5
.9

1
1
%

5
3
1
,5

4
2

7
4
.1

0
0
%

7
1
7
,3

2
7

1
0
0
%

7
5
,1

4
9

7
9
2
,4

7
6

転
入

割
合

7
.6

7
2
%

3
2
.2

3
7
%

2
5
.4

6
6
%

3
0
.4

9
6
%

1
7
.2

2
4
%

周
辺

等
市

町
村

2
5
,9

3
8

1
4
.3

0
1
%

1
0
0
,6

1
0

5
5
.4

7
1
%

5
4
,8

2
5

3
0
.2

2
8
%

1
5
5
,4

3
5

8
5
.6

9
9
%

1
8
1
,3

7
3

1
0
0
%

7
2
,7

9
6

2
5
4
,1

6
9

転
入

割
合

1
.0

7
1
%

7
.7

7
0
%

1
2
.2

3
3
%

8
.9

1
8
%

4
.3

5
5
%

政
令

市
通

勤
圏

外
1
7
8
,6

5
1

1
9
.3

3
2
%

5
0
4
,4

9
3

5
4
.5

9
1
%

2
4
0
,9

9
4

2
6
.0

7
8
%

7
4
5
,4

8
7

8
0
.6

6
8
%

9
2
4
,1

3
8

1
0
0
%

3
5
7
,4

6
9

1
,2

8
1
,6

0
7

転
入

割
合

7
.3

7
7
%

3
8
.9

6
3
%

5
3
.7

7
3
%

4
2
.7

7
1
%

2
2
.1

9
0
%

地
方

都
市

1
5
4
,5

1
6

2
5
.0

5
7
%

3
0
6
,0

4
2

4
9
.6

3
0
%

1
5
6
,0

9
3

2
5
.3

1
3
%

4
6
2
,1

3
5

7
4
.9

4
3
%

6
1
6
,6

5
1

1
0
0
%

1
6
3
,0

7
2

7
7
9
,7

2
3

転
入

割
合

6
.3

8
1
%

2
3
.6

3
6
%

3
4
.8

2
9
%

2
6
.5

1
4
%

1
4
.8

0
7
%

周
辺

等
市

町
村

2
4
,1

3
5

7
.8

4
9
%

1
9
8
,4

5
1

6
4
.5

4
0
%

8
4
,9

0
1

2
7
.6

1
1
%

2
8
3
,3

5
2

9
2
.1

5
1
%

3
0
7
,4

8
7

1
0
0
%

1
9
4
,3

9
7

5
0
1
,8

8
4

転
入

割
合

0
.9

9
7
%

1
5
.3

2
7
%

1
8
.9

4
4
%

1
6
.2

5
7
%

7
.3

8
3
%

総
計

（
転

入
）

2
,4

2
1
,6

8
1

1
,2

9
4
,7

9
9

4
4
8
,1

6
8

1
,7

4
2
,9

6
7

4
,1

6
4
,6

4
8

1
0
0
.0

%
1
0
0
.0

%
1
0
0
.0

%
1
0
0
.0

%
1
0
0
.0

%
秘

匿
処

理
3
4
4
,0

9
0

2
3
9
,6

0
0

2
4
7
,4

7
6

4
8
7
,0

7
6

8
3
1
,1

6
6

総
計

（
転

入
）

2
,7

6
5
,7

7
1

1
,5

3
4
,3

9
9

6
9
5
,6

4
4

2
,2

3
0
,0

4
3

4
,9

9
5
,8

1
4

（
秘

匿
処

理
も

含
め

た
全

体
）

  
  

  
 2

　
本

表
は

、
表

1
-
(1

)-
⑤

-
ⅰ

の
移

動
先

を
通

勤
圏

別
に

区
別

せ
ず

に
集

計
し

た
も

の
で

あ
る

。

総
計

（
転

出
）

（
秘

匿
処

理
も

含
め

た
全

体
）

（
注

）
1
　

住
民

基
本

台
帳

人
口

移
動

報
告

の
参

考
表

に
基

づ
き

、
当

省
が

作
成

し
た

。
　

　
　

　
　

　
  

  
 移

動
先

移
動

元

　
　

　
　

　
  

  
 移

動
先

移
動

元

  
　

　
　

　
 な

お
、

当
該

統
計

で
は

前
住

市
区

町
村

（
又

は
現

住
市

区
町

村
）
別

に
移

動
者

数
が

極
め

て
少

な
い

市
区

町
村

は
，

「
そ

の
他

の
区

」
、

「
そ

の
他

の
市

町
村

」
又

は
「
そ

の
他

の
県

」
と

い
う

形
で

市
区

町
村

名
が

秘
匿

処
理

さ
れ

て
お

り
、

こ
れ

ら
は

本
結

果
報

告
書

の
区

分
（
大

都
市

圏
、

地
方

圏
（
地

方
都

市
、

周
辺

等
市

町
村

）
）
に

応
じ

て
整

理
す

る
こ

と
が

困
難

で
あ

る
。

こ
の

た
め

、
　

　
　

　
移

動
先

と
移

動
元

の
関

係
が

確
認

で
き

る
も

の
と

区
分

し
て

「
秘

匿
処

理
」
欄

に
計

上
し

て
い

る
。

（
注

）
1
　

住
民

基
本

台
帳

人
口

移
動

報
告

の
参

考
表

に
基

づ
き

、
当

省
が

作
成

し
た

。

  
  

  
 2

　
本

表
の

数
値

は
、

平
成

2
4
年

か
ら

2
7
年

ま
で

の
期

間
に

お
け

る
日

本
人

の
国

内
の

市
区

町
村

間
移

動
者

の
年

平
均

で
あ

る
。

各
区

分
ご

と
に

小
数

点
以

下
を

四
捨

五
入

し
て

お
り

、
総

計
欄

は
当

該
数

値
を

集
計

し
た

も
の

で
あ

る
。

　
　

　
5
　

実
際

の
移

動
者

数
は

、
移

動
元

と
移

動
先

が
確

認
で

き
る

数
か

ら
、

当
該

数
値

に
秘

匿
処

理
さ

れ
て

い
る

数
（
移

動
先

が
秘

匿
処

理
さ

れ
て

い
る

数
と

移
動

元
が

秘
匿

処
理

さ
れ

て
い

る
数

の
ど

ち
ら

か
少

な
い

方
の

数
値

）
を

加
算

し
た

数
ま

で
の

範
囲

内
で

あ
る

。
　

　
　

　
　

例
え

ば
、

地
方

圏
か

ら
の

移
動

者
の

う
ち

移
動

先
が

秘
匿

処
理

さ
れ

て
い

る
数

は
5
0
.5

万
人

で
あ

る
が

、
大

都
市

圏
へ

の
移

動
者

の
う

ち
移

動
元

が
秘

匿
処

理
さ

れ
て

い
る

数
は

3
4
.4

万
人

で
あ

る
た

め
、

地
方

圏
か

ら
大

都
市

圏
へ

の
移

動
者

は
最

大
で

も
移

動
元

と
移

動
先

が
確

認
で

き
る

3
9
.0

万
人

に
こ

の
3
4
.4

万
人

を
加

え
た

7
3
.4

万
人

と
推

定
し

て
い

る
。

　
　

　
　

 ま
た

、
「
政

令
市

通
勤

圏
」
と

は
、

地
方

圏
内

に
所

在
す

る
市

区
町

村
で

、
政

令
指

定
都

市
、

東
京

都
特

別
区

及
び

こ
れ

ら
の

市
区

へ
の

通
勤

通
学

者
の

割
合

が
1
.5

％
以

上
で

あ
り

、
政

令
指

定
都

市
及

び
東

京
都

特
別

区
と

連
接

し
て

い
る

市
区

町
村

。
た

だ
し

、
通

勤
通

学
者

の
割

合
が

1
.5

％
未

満
で

あ
っ

て
も

、
そ

の
周

囲
が

政
令

市
通

勤
圏

に
該

当
す

る
場

合
は

当
該

市
区

町
村
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表1‐(1)‐⑤‐ⅲ 人口移動の状況（政令市通勤圏）

1,046 

550 

211 

136 

147 

0 200 400 600 800 1,000 1,200

全移動者

政令市通勤圏

大都市圏

政令市通勤圏外

秘匿処理

（単位：千人）

149

337

359

政令市通勤圏内の他の
市区町村への移動者が
最も多い

147

移動先が秘匿処理されている者移動先が特定できる者 移動元が秘匿処理されている者

344

移動元が秘匿処理されている者(b)

（a）

(a<b)

※ 「移動先が特定できる者」に「移動先が秘匿処理されている者」と「移動元が秘匿処理されている者」のどちら
か少ない数値を加えた数値が計算上の移動者の最大値と推定される。

政令市通勤圏への移動者数と大都市圏への移動者数の比較

（注）表1-(1)-④-ⅲの注に同じ（以下同じ）。

表1‐(1)‐⑤‐ⅳ 人口移動の状況（政令市通勤圏内の地方都市）
（単位：千人）

792 

417 

185 

114 

75 
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大都市圏

周辺等市町村

秘匿処理

移動先が秘匿処理されている者移動先が特定できる者 移動元が秘匿処理されている者

※ 「移動先が特定できる者」に「移動先が秘匿処理されている者」と「移動元が秘匿処理されている者」のどちら
か少ない数値を加えた数値が計算上の移動者の最大値と推定される。

75 344

移動元が秘匿処理されている者(b)

（a）

239

(a<b)

247

260

他の地方都市への移動
者が最も多い

地方都市への移動者数と大都市圏への移動者数の比較
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表1‐(1)‐⑤‐ⅴ 人口移動の状況（政令市通勤圏内の地方都市）
（単位：千人）

792 

332 

165 

85 

83 

30 

20 

75 

0 100 200 300 400 500 600 700 800 900

全移動者

政令市通勤圏の地方都市

大都市通勤圏

政令市通勤圏外の地方都市

政令市通勤圏の周辺等市町村

政令市通勤圏外の周辺等市町村

大都市通勤圏外

秘匿処理

75

政令市通勤圏内
の他の地方都市
への移動者の方
が多い

移動元が秘匿処理されている者(b)

（a）

78

299

160

70

176

44

(a<b)

移動先が秘匿処理されている者移動先が特定できる者 移動元が秘匿処理されている者

※ 「移動先が特定できる者」に「移動先が秘匿処理されている者」と「移動元が秘匿処理されている者」のどちら
か少ない数値を加えた数値が計算上の移動者の最大値と推定される。

160

政令市通勤圏内の地方都市への移動者数と政令市通勤圏外の地方都市への移動者数の比較

表1‐(1)‐⑤‐ⅵ 人口移動の状況（政令市通勤圏内の周辺等市町村）
（単位：千人）

254

100

54

25

72

0 50 100 150 200 250 300 350 400 450 500

全移動者

地方都市

周辺等市町村

大都市圏

秘匿処理

移動元が秘匿処理されている者(b)

239

247

72

98

移動先が秘匿処理されている者移動先が特定できる者 移動元が秘匿処理されている者

※ 「移動先が特定できる者」に「移動先が秘匿処理されている者」と「移動元が秘匿処理されている者」のどちら
か少ない数値を加えた数値が計算上の移動者の最大値と推定される。

（a）

(a<b)

344

地方都市への移動者の方が多い

地方都市への移動者数と大都市圏への移動者数の比較
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表1‐(1)‐⑤‐ⅶ 人口移動の状況（大都市通勤圏） （単位：千人）

2,524 

1,936 

156 

120 

32 

278 

0 500 1,000 1,500 2,000 2,500 3,000

全移動者

大都市通勤圏

政令市通勤圏

政令市通勤圏外

大都市通勤圏外

秘匿処理

337

移動元が秘匿処理されている者(b)

(a>b)

（a）

移動先が秘匿処理されている者移動先が特定できる者 移動元が秘匿処理されている者

※ 「移動先が特定できる者」に「移動先が秘匿処理されている者」と「移動元が秘匿処理されている者」のどちら
か少ない数値を加えた数値が計算上の移動者の最大値と推定される。

299

149

44

149

大都市通勤圏への移動者数と政令市通勤圏への移動者数の比較

大都市通勤圏内の他の
市区町村への移動者数
が最も多い

306

1,281 

569 
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176 

357 
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全移動者

政令市通勤圏外

大都市圏

政令市通勤圏

秘匿処理

表1‐(1)‐⑤‐ⅷ 人口移動の状況（政令市通勤圏外）
（単位：千人）

149

344 344

522

政令市通勤圏外の他の
市区町村への移動者が
最も多い

移動元が秘匿処理されている者(b)

337

(a>b)

（a）

移動先が秘匿処理されている者移動先が特定できる者 移動元が秘匿処理されている者

※ 「移動先が特定できる者」に「移動先が秘匿処理されている者」と「移動元が秘匿処理されている者」のどちら
か少ない数値を加えた数値が計算上の移動者の最大値と推定される。

政令市通勤圏外への移動者数と大都市圏への移動者数の比較
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表1‐(1)‐⑤‐ⅸ 人口移動の状況（政令市通勤圏外の地方都市）
（単位：千人）

779 

306 

156 

154 

163 
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全移動者
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周辺等市町村

大都市圏
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239

344
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319

(a<b)

（a）

移動先が秘匿処理されている者移動先が特定できる者 移動元が秘匿処理されている者

※ 「移動先が特定できる者」に「移動先が秘匿処理されている者」と「移動元が秘匿処理されている者」のどちら
か少ない数値を加えた数値が計算上の移動者の最大値と推定される。

他の地方都市への移動者の最小値と、周辺等市町村、大
都市圏への移動者の最大値と比較すると周辺等市町村へ
の移動者が1.3万人、大都市圏が1.1万人多いが、移動先が
特定できる者の状況をも踏まえると、地方都市への移動者
の方が多いものと推定できる

地方都市への移動者数と周辺等市町村、大都市圏への移動者数の比較

163

317

(a<b)

表1‐(1)‐⑤‐ⅹ 人口移動の状況（政令市通勤圏外の地方都市）
（単位：千人）

779 

199 

143 

138 

107 

17 

11 

163 
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大都市通勤圏外

秘匿処理

移動元が秘匿処理されている者(b)

78

299

160

70

176

44

移動先が秘匿処理されている者移動先が特定できる者 移動元が秘匿処理されている者

※ 「移動先が特定できる者」に「移動先が秘匿処理されている者」と「移動元が秘匿処理されている者」のどちら
か少ない数値を加えた数値が計算上の移動者の最大値と推定される。

(a>b)

（a）

78

185

政令市通勤圏外の地方都市への移動者数と政令市通勤圏内の地方都市への移動者数の比較

政令市通勤圏外の他の地
方都市への移動者の方が
多い
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表1‐(1)‐⑤‐xi 人口移動の状況（政令市通勤圏外の周辺等市町村）
（単位：千人）

501 

198 

84 

194 
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大都市圏
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247

移動元が秘匿処理されている者(b)

239

344194

（a）

(a<b)

移動先が秘匿処理されている者移動先が特定できる者 移動元が秘匿処理されている者

※ 「移動先が特定できる者」に「移動先が秘匿処理されている者」と「移動元が秘匿処理されている者」のどちら
か少ない数値を加えた数値が計算上の移動者の最大値と推定される。

24

地方都市への移動者の最小値と大都市圏への移動者の
最大値を比較すると、大都市圏への移動者数が2.0万人

多いが、移動先が特定できる者の状況をも踏まえると地
方都市への移動者の方が多いものと推定できる

218

地方都市への移動者数と大都市圏への移動者数の比較

表1‐(1)‐⑤‐xii 人口移動の状況（大都市通勤圏外）
（単位：千人）

142 

42 
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47 
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337

移動元が秘匿処理されている者(b)

149

299

44

47

移動先が秘匿処理されている者移動先が特定できる者 移動元が秘匿処理されている者

※ 「移動先が特定できる者」に「移動先が秘匿処理されている者」と「移動元が秘匿処理されている者」のどちら
か少ない数値を加えた数値が計算上の移動者の最大値と推定される。

（a）

(a<b)

大都市通勤圏への移動者数と政令市通勤圏への移動者数の比較

移動先が特定できる者のみ
では、大都市通勤圏への移
動者の方が多いが、秘匿処
理されている者を勘案する
とどちらが多いか判断困難

68

21
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表1‐(1)‐⑤‐xiii 人口移動の状況（大都市通勤圏） （単位：千人）

2,524 

1,936 

239 

32 

278 
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移動元が秘匿処理されている者(b)
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(a>b)

（a）

移動先が秘匿処理されている者移動先が特定できる者 移動元が秘匿処理されている者

※ 「移動先が特定できる者」に「移動先が秘匿処理されている者」と「移動元が秘匿処理されている者」のどちら
か少ない数値を加えた数値が計算上の移動者の最大値と推定される。

299

44

地方都市への移動者数と周辺等市町村への移動者数の比較

284

37

移動先が特定できる者のみで
は、地方都市への移動者の方
が多いが、秘匿処理されている
者を勘案するとどちらが多いか
判断困難

表1‐(1)‐⑤‐xiv 人口移動の状況（大都市通勤圏外）
（単位：千人）

142

42

32

19

0

47
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239

299

44
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移動先が秘匿処理されている者移動先が特定できる者 移動元が秘匿処理されている者

※ 「移動先が特定できる者」に「移動先が秘匿処理されている者」と「移動元が秘匿処理されている者」のどちら
か少ない数値を加えた数値が計算上の移動者の最大値と推定される。

（a）

(a<b)

地方都市への移動者数と周辺等市町村への移動者数の比較

48

移動先が特定できる者のみで
は、地方都市への移動者の方が
多いが、秘匿処理されている者
を勘案するとどちらが多いか判
断困難
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表 1-(2)-① 人口指標と経済指標の相関関係 

 

表 1-(2)-①-ⅰ 商業（卸売業・小売業）の事業所数と人口の相関分析 

○ 相関係数 0.664165 

 

（注）1 「住民基本台帳調査」（総務省自治行政局）、「商業統計調査」（経済産業省）、「経済センサス-基礎調査」

及び「経済センサス-活動調査」（総務省統計局）に基づき、当省が作成した。 

2 本表は、当省が調査した 262 地方都市における人口と商業（卸売業、小売業）事業所数の分布を表した

ものである。 

3 「人口（指数）」は、「住民基本台帳調査」の平成 16 年 3 月 31 日の数値を 100 とした場合の 24 年 3 月

31 日の数値である。 

4 「商業事務所数（指数）」は、平成 16 年の「商業統計調査」の数値を 100 とした場合の 24 年の「経済

センサス-活動調査」の数値である。 
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表 1-(2)-①-ⅱ 商業（卸売業・小売業）従業員数と人口の相関分析 

○ 相関係数 0.587335 

 
（注）1 「住民基本台帳調査」（総務省自治行政局）、「商業統計調査」（経済産業省）、「経済センサス-基礎調査」

及び「経済センサス-活動調査」（総務省統計局）に基づき、当省が作成した。 

2 本表は、当省が調査を行った 262 地方都市における人口と商業（卸売業、小売業）の従業員数の分布を

表したものである。 

3 「人口（指数）」は、「住民基本台帳調査」の平成 16 年 3 月 31 日の数値を 100 とした場合の 24 年 3 月

31 日の数値である。 

4 「商業従業員数（指数）」は、平成 16 年の「商業統計調査」の数値を 100 とした場合の 24 年の「経済

センサス-活動調査」の数値である。 
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表 1-(2)-①-ⅲ 工業（製造業）の事業所数と人口の相関分析 

○ 相関係数 0.402008 

 
（注）1 「住民基本台帳査」（総務省自治行政局）及び「工業統計調査」（経済産業省）に基づき、当省が作成し

た。 

2 本表は、当省が調査を行った 262 地方都市における人口と工業（製造業）の事業所数の分布を表したも

のである。 

3 「人口（指数）」は、「住民基本台帳調査」の平成 16 年 3 月 31 日の数値を 100 とした場合の 24 年 3 月

31 日の数値である。 

4 「工業事業所数（指数）」は、平成 16 年の「工業統計調査」の数値を 100 とした場合の 24 年の「工業

統計調査」の数値である。 
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表 1-(2)-①-ⅳ 工業（製造業）の従業員数と人口の相関分析 

○ 相関係数 0.39641 

 
（注）1 「住民基本台帳調査」（総務省自治行政局）及び「工業統計調査」（経済産業省）に基づき、当省が作成

した。 

2 本表は、当省が調査を行った 262 地方都市における人口と工業（製造業）の従業員数の分布を表したも

のである。 

3 「人口（指数）」は、「住民基本台帳調査」の平成 16 年 3 月 31 日の数値を 100 とした場合の 24 年 3 月

31 日の数値である。 

4 「工業従業員数（指数）」は、平成 16 年の「工業統計調査」の数値を 100 とした場合の 24 年の「工業

統計調査」の数値である。 
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表 1-(2)-①-ⅴ 就業者数と人口の相関分析 

○ 相関係数 0.889584 

 
（注）1 「国勢調査」（総務省統計局）に基づき、当省が作成した。 

2 本表は、当省が調査を行った地方都市 262 市における人口と就業者数の分布を表したものである。 

3 「人口（指数）」は、国勢調査の平成 12 年の数値を 100 とした場合の 22 年の数値である。 

4 「就業者数（指数）」は、国勢調査の「常住地による 15 歳以上の就業者」の平成 12 年の数値を 100 と

した場合の平成 22 年の数値である。なお、22 年 10 月 1 日に実施された「国勢調査調査票」には、「仕事

とは、収入を伴う仕事をいい、自家営業（農業や店の仕事など）の手伝いや内職・パートタイム・アル

バイトも含めます」と記載されている。 
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表 1-(2)-①-ⅵ 納税義務者 1人当たりの課税対象所得と人口の相関分析 

○ 相関係数 0.326514 

 
（注）1 「住民基本台帳調査」（総務省自治行政局）及び「市町村税課税状況等の調」（総務省自治税務局）に基

づき、当省が作成した。 

2 本表は、当省が調査を行った地方都市 262 市における人口と納税義務者 1人当たりの市町村税課税対象

所得の分布を表したものである。なお、「納税義務者 1 人当たりの課税対象所得」は、課税対象所得を同

年の納税義務者数で除したものである。 

3 「人口（指数）」は、「住民基本台帳調査」の平成 16 年 3 月 31 日の数値を 100 とした場合の 24 年 3 月

31 日の数値である。 

4 本表の「納税義務者 1 人当たりの課税対象所得（指数）」は、「市町村税課税状況等の調」の平成 16 年

度の数値を 100 とした場合の 24 年度の数値である。 

y = 0.1666x + 73.427
R² = 0.1066
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１ 主たる産業 

 

貴市における従業地による産業別就業者割合（平成 22 年）は別添資料の調査表１－２の⑦のとおりで

す。 

貴市の主たる産業（必ずしも就業者が多い産業である必要はなく、例えば「漁業のまち」、「観光のまち」

など、市の行政を進める上で最も重要ととらえている産業で構いません）として最も当てはまるもの１つ

に○を付してください。また、その産業を主たる産業ととらえる特徴的な生産品・地域ブランド品、企業・

事業所名、観光資源などがあれば、枠内に記載してください。 

 

ア 農業  オ 商業  

イ 林業  カ 観光業  

ウ 漁業  キ その他  

エ 製造業  ク 分からない  

（注）貴市の主たる産業が選択肢ア～カに該当するものがない場合には、選択肢「キ その他」の回答欄に記載してください。 

 

＜主たる産業をとらえる特徴的な生産品・地域ブランド品、企業・事業所名、観光資源など＞ 

 

 

 

２ 人口の推移 

 

（１）貴市における人口の推移は別添資料の調査表１－２の①のとおりです。 

貴市の平成16年と平成24年の人口を比較して、人口が社会増加又は社会減少（転入数－転出数）

した要因としてどのようなものが考えられますか。該当するものに○（複数ある場合には最も影響し

たと考えられる要因に◎）を付し、その具体的な内容を枠内に記載してください。 

 

 

ア 事業所の進出・撤退、地場産業の業績変化など「しごと」の影響  

＜内容＞ 

イ 子育て・教育・医療・福祉など「ひと」に対するサービスの影響  

＜内容＞ 

ウ 交通網・住宅・公園など「まち」づくりの影響  

＜内容＞ 

エ 災害の影響  

＜内容＞ 

オ その他  

＜内容＞ 

カ 分からない  

  

表 1-(2)-② 書面調査（様式） 
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（２）日本全体の人口は、調査表１－１のとおり、平成16年から0.1％の微減となっています。 

貴市の人口の増加又は維持（減少の抑制）に寄与したと考えられる貴市の施策・事業はありますか。

ある場合には、その具体的な内容と効果を、さらに国の支援施策を活用している場合にはその施策名

を記載してください（施策・事業が多数ある場合には、それぞれの項目（ア～エ）においてより効果

が高いと考えられるものを３つまで）。ない場合には、「オ なし」の枠内に○を付してください。 

なお、中心市街地活性化基本計画、地域再生計画、都市再生整備計画又は構造改革特別区域計画に

基づく施策・事業については下記（３）でお聞きしますので、ここでは記載する必要はありません。

 

ア 事業所誘致、起業支援、職業訓練など「しごと」に関する施策・事業 

施策・事業名の具体的な内容 施策の効果 国の支援施策 

   

   

   

イ 子育て・教育・医療・福祉サービスの充実など「ひと」に関する施策・事業 

施策・事業の具体的な内容 施策の効果 国の支援施策 

   

   

   

ウ 交通網・住宅・公園の整備など「まち」に関する施策・事業 

施策・事業の具体的な内容 施策の効果 国の支援施策 

   

   

   

エ その他 

施策・事業の具体的な内容 施策の効果 国の支援施策 

   

   

   

 オ なし 

 

 

（３）中心市街地活性化基本計画、地域再生計画、都市再生整備計画又は構造改革特別区域計画を作成し

た市に伺います。 

貴市の人口の増加又は維持（減少の抑制）に寄与したと考えられる施策・事業で、上記４計画のい

ずれかに基づいて実施したものはありますか。ある場合には、計画名、具体的な施策・事業の内容と

効果を、国の支援施策を活用している場合にはその施策名を記載してください（施策・事業が多数あ

る場合には、それぞれの項目（ア～エ）においてより効果が高いと考えられるものを３つまで）。な

い場合には、「オ なし」の枠内に○を付してください。 
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ア 事業所誘致、起業支援、職業訓練など「しごと」に関する施策・事業 

計画名 施策・事業の具体的な内容 施策の効果 国の支援施策 

    

    

    

イ 子育て・教育・医療・福祉サービスの充実など「ひと」に関する施策・事業 

計画名 施策・事業の具体的な内容 施策の効果 国の支援施策 

    

    

    

ウ 交通網・住宅・公園の整備など「まち」に関する施策・事業 

計画名 施策・事業の具体的な内容 施策の効果 国の支援施策 

    

    

    

エ その他 

計画名 施策・事業の具体的な内容 施策の効果 国の支援施策 

    

    

    

 オ なし 

 

 

３ 就業者数の推移 

 

（１）貴市における就業者数の推移は別添資料の調査表１－２の④のとおりです。 

貴市の平成12年と平成22年とを比較して就業者数が増加又は減少した要因としてどのようなもの

が考えられますか。該当するものに○（複数ある場合には最も影響したと考えられる要因に◎）を付

し、可能であれば、その具体的な内容を枠内に記載してください。 

 

ア 企業・事業所の進出・撤退  

＜内容＞ 

イ 起業の増加・減少  

＜内容＞ 

ウ 担い手・後継者の充足・不足  

＜内容＞ 

エ 繁華街・商店街の繁栄・衰退  

＜内容＞ 

オ 特産品・地域ブランド品などの地域資源の存在・不在  
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＜内容＞ 

カ 定住人口・観光客などの顧客の増加・減少  

＜内容＞ 

キ 災害の影響  

＜内容＞ 

ク 景気の影響  

＜内容＞ 

ケ その他  

＜内容＞ 

コ 分からない  

 

（２）日本全体の就業者数は、調査表１－１のとおり、平成12年から約５％程度減少しています。 

貴市の就業者数の増加又は維持（減少の抑制）に寄与したと考えられる貴市の施策・事業はありま

すか。ある場合には、その具体的な内容と効果を、さらに国の支援施策を活用している場合にはその

施策名を記載してください（施策・事業が多数ある場合には、より効果が高いと考えられるものを３

つまで）。ない場合には、「施策・事業の具体的な内容」欄に「なし」と記載してください。 

なお、中心市街地活性化基本計画、地域再生計画、都市再生整備計画又は構造改革特別区域計画に

基づく施策・事業については下記（３）でお聞きしますので、ここでは記載する必要はありません。

 

施策・事業の具体的な内容 施策の効果 国の支援施策 

   

   

   

 

（３）中心市街地活性化基本計画、地域再生計画、都市再生整備計画又は構造改革特別区域計画を作成し

た市に伺います。 

貴市の就業者数の増加又は維持（減少の抑制）に寄与したと考えられる施策・事業で、上記計画４

計画のいずれかに基づいて実施したものはありますか。ある場合には、計画名、具体的な施策・事業

の内容と効果を、国の支援施策を活用している場合にはその施策名を記載してください。（施策・事

業が多数ある場合には、より効果が高いと考えられるものを３つまで）。ない場合には、「計画名」欄

に「なし」と記載してください。 

 

計画名 施策・事業の具体的な内容 施策の効果 国の支援施策 

    

    

    

 

４ その他の指標の推移 

 

（１）人口、就業者数以外の指標（例えば商業年間販売額、製造品出荷額、空き店舗数、観光入込客数な
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ど）について、日本全体の推移（調査表１－１）との比較を踏まえ、貴市における施策・事業が指標

の増加又は維持（減少の抑制）※に寄与したと考えられる施策・事業はありますか。ある場合には、

指標、施策・事業の具体的な内容と効果を、国の支援施策を活用している場合にはその施策名を記載

してください（施策・事業が多数ある場合には、より効果が高いと考えられるものを３つまで）。な

い場合には、「施策・事業の具体的な内容」欄に「なし」と記載してください。 

なお、中心市街地活性化基本計画、地域再生計画、都市再生整備計画又は構造改革特別区域計画に

基づく施策・事業については下記（２）でお聞きしますので、ここでは記載する必要はありません。

※ 空き店舗数については減少又は増加の抑制 

 

指標名 施策・事業の具体的な内容 施策の効果 国の支援施策 

    

    

    

 

（２）中心市街地活性化基本計画、地域再生計画、都市再生整備計画又は構造改革特別区域計画を作成し

た市に伺います。 

人口、就業者数以外の指標（例えば商業年間販売額、製造品出荷額、空き店舗数、観光入込客数な

ど）の増加又は維持（減少の抑制）※に寄与したと考えられる施策・事業で、上記４計画のいずれか

に基づいて実施したものはありますか。ある場合には、計画名、指標名、施策・事業の具体的な内容

と効果を、国の支援施策を活用している場合にはその施策名を記載してください（施策・事業が多数

ある場合には、より効果が高いと考えられるものを３つまで）。ない場合には、「計画名」欄に「なし」

と記載してください。 

※ 空き店舗数については減少又は増加の抑制 

 

計画名 指標名 施策・事業の具体的な内容 施策の効果 国の支援施策 

     

     

     

 

５ 地域活性化の取組 

 

貴市において地域活性化のため現在実施中又は今後実施予定の施策・事業はありますか。該当するもの

に○を付し、その具体的な内容を枠内欄に記載してください。 

また、当該施策・事業を実施するに当たり、国の支援施策への改善意見等、国に対する意見・要望があ

れば記載してください。特定の施策・事業と関連のない全般的な意見・要望などは、「全般的な意見・要

望」欄に記載してください。 

 

ア 事業所誘致、起業支援、職業訓練など「しごと」に関する施策・事業  

＜内容＞ 

＜意見・要望＞ 
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イ 子育て・教育・医療・福祉サービスの充実など「ひと」に関する施策・事

業 

 

＜内容＞ 

＜意見・要望＞ 

ウ 交通網・住宅・公園の整備など「まち」に関する施策・事業  

＜内容＞ 

＜意見・要望＞ 

エ その他  

＜内容＞ 

＜意見・要望＞ 

オ なし  

 

＜全般的な意見・要望＞ 

 

 

 

 

ご回答ありがとうございました。内容を確認する場合がありますので、ご担当者の連絡先を記載してくだ

さい。 

市名  

所属部・課・係等  

氏名  

連絡先

 

電話番号  

メールアドレス  
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【参考】 地方都市の主たる産業 

 
（注）1 当省の調査結果による。 

2 市が、書面調査において、市の主たる産業と認識しているものを上記凡例の選択肢から 1つ選択したも

のである。 

なお、1つに絞れないと回答した市は「分からない」に分類している。 

 

表 1-(2)-③ 社会増減の要因 

表 1-(2)-③-ⅰ 社会増減の要因 

類型 回答（単位：市）（Ａ） 割合（Ａ/262 市） 

しごとの増減の影響 162 61.8% 

ひとに対するサービスの影響 94 35.9% 

まちづくりの影響 47 17.9% 

災害による影響 26 9.9% 

その他の影響 12 4.6% 

分からない等 48 18.3% 

総回答数 389

（注）1 当省の調査結果による。 

2 複数回答のため、総回答数と有効回答市の数は一致しない。 

  

製造業 99

農業 59

観光業 53

商業 20

漁業 10
林業 1

その他 2 分からない 18

製造業

農業

観光業

商業

漁業

林業

その他

分からない
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表 1-(2)-③-ⅱ 社会増となっている地方都市における社会増となった要因 

類型 回答（単位：市）（Ａ） 割合（Ａ/60 市） 

しごとの増減の影響 27 45.0% 

まちづくりの影響 27 45.0% 

ひとに対するサービスの影響 25 41.7% 

災害地からの移住等の影響 4 6.7% 

その他の影響 6 10.0% 

分からない等 15 25.0% 

総回答数 104

（注）1 当省の調査結果による。 

2 複数回答のため、総回答数と有効回答市の数は一致しない。 

 

表 1-(2)-③-ⅲ 「しごと」の影響で社会増となっている地方都市における具体的要因 

類型 回答（単位：市）（Ａ） 割合（Ａ/27 市） 

企業・事業所の進出 17 63.0% 

地元企業の業績好調 7 25.9% 

景気 1 3.7% 

その他 2 7.4% 

総回答数 27

（注）当省の調査結果による。 

 

1-(2)-③-ⅳ 「まち」の影響で社会増となっている地方都市における具体的要因 

類型 回答（単位：市）（Ａ） 割合（Ａ/27 市） 

土地区画整理 14 51.9% 

居住支援 14 51.9% 

交通体系整備 3 11.1% 

道路整備 3 11.1% 

その他 2 7.4% 

総回答数 36

（注）1 当省の調査結果による。 

2 複数回答のため、総回答数と有効回答市の数は一致しない。 

 

表 1-(2)-③-ⅴ 「ひと」の影響で社会増となっている地方都市における具体的要因 

類型 回答（単位：市）（Ａ） 割合（Ａ/25 市） 

子育て環境の充実 19 76.0% 

医療・福祉の充実 7 28.0% 

教育文化の充実 6 24.0% 

総回答数 32

（注）1 当省の調査結果による。 

2 複数回答のため、総回答数と有効回答市の数は一致しない。 
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表 1-(2)-③-ⅵ 社会減となっている地方都市における社会減となった要因 

類型 回答（単位：市）（Ａ） 割合（Ａ/202 市） 

しごとの増減の影響 135 66.8% 

ひとに対するサービスの影響 69 34.2% 

まちづくりの影響 20 9.9% 

災害による影響 22 10.9% 

その他の影響 6 3.0% 

分からない等 33 16.3% 

総回答数 285

（注）1 当省の調査結果による。 

2 複数回答のため、総回答数と有効回答市の数は一致しない。 

 

 

表 1-(2)-③-ⅶ 「しごと」の影響で社会減となっている地方都市における具体的要因 

類型 回答（単位：市）（Ａ） 割合（Ａ/135 市） 

企業・事業所の撤退 43 31.9% 

雇用のミスマッチ 40 29.6% 

地場産業等の衰退 29 21.5% 

景気悪化 22 16.3% 

担い手・後継者不足 19 14.1% 

繁華街・商店街の衰退 10 7.4% 

その他 4 3.0% 

総回答数 167

（注）1 当省の調査結果による。 

2 複数回答のため、総回答数と有効回答市の数は一致しない。 

 

 

表 1-(2)-③-ⅷ 「ひと」の影響で社会減となっている地方都市における具体的要因 

類型 回答（単位：市）（Ａ） 割合（Ａ/69 市） 

教育文化の不足 60 87.0% 

子育て環境の不足 5 7.2% 

医療・福祉の不足 3 4.3% 

その他 2 2.9% 

総回答数 70

（注）1 当省の調査結果による。 

2 複数回答のため、総回答数と有効回答市の数は一致しない。 
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表 1-(2)-③-ⅸ 「まち」の影響で社会減となっている地方都市における具体的要因 

類型 回答（単位：市）（Ａ） 割合（Ａ/20 市） 

交通不便 11 55.0% 

近隣市で宅地整備 5 25.0% 

地価 4 20.0% 

宅地開発の遅れ 1 5.0% 

その他 1 5.0% 

総回答数 22

（注）1 当省の調査結果による。 

2 複数回答のため、総回答数と有効回答市の数は一致しない。 

 

 

表 1-(2)-④ 就業者の増減要因 

表 1-(2)-④-ⅰ 就業者の増減要因 

類型 回答（単位：市）（Ａ） 割合（Ａ/262 市） 

企業・事業所の進出・撤退 112 42.7% 

担い手・後継者の充足・不足 109 41.6% 

景気 88 33.6% 

繁華街・商店街の繁栄・衰退 85 32.4% 

定住人口・観光客の増加・減少 64 24.4% 

起業の増加・減少 10 3.8% 

災害 9 3.4% 

地域資源の存在・不在 6 2.3% 

その他 47 17.9% 

不明 30 11.5% 

総回答数 560

（注）1 当省の調査結果による。 

2 複数回答のため、総回答数と有効回答市の数は一致しない。 
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表 1-(2)-④-ⅱ 就業者増となっている地方都市における就業者増となった要因 

類型 回答（単位：市）（Ａ） 割合（Ａ/22 市） 

企業・事業所の進出・撤退 15 68.2% 

定住人口・観光客の増加・減少 8 36.4% 

起業の増加・減少 3 13.6% 

景気 2 9.1% 

地域資源の存在・不在 2 9.1% 

担い手・後継者の充足・不足 1 4.5% 

繁華街・商店街の繁栄・衰退 1 4.5% 

災害 1 4.5% 

その他 1 4.5% 

不明 2 9.1% 

総回答数 36

（注）1 当省の調査結果による。 

2 複数回答のため、総回答数と有効回答市の数は一致しない。 

 

表 1-(2)-④-ⅲ 「定住人口・観光客の増加」の影響で就業者増となっている地方都

市における具体的要因 

類型 回答（単位：市）（Ａ） 割合（Ａ/8 市） 

交通網整備 2 25.0% 

宅地造成 2 25.0% 

その他 4 50.0% 

総回答数 8

（注）当省の調査結果による。 

 

表 1-(2)-④-ⅳ 就業者減となっている地方都市における就業者減となった要因 

類型 回答（単位：市）（Ａ） 割合（Ａ/240 市） 

担い手・後継者の充足・不足 108 45.0% 

企業・事業所の進出・撤退 96 40.0% 

景気 86 35.8% 

繁華街・商店街の繁栄・衰退 84 35.0% 

定住人口・観光客の増加・減少 56 23.3% 

災害 8 3.3% 

起業の増加・減少 7 2.9% 

地域資源の存在・不在 4 1.7% 

その他 46 19.2% 

不明 28 11.7% 

総回答数 523

（注）1 当省の調査結果による。 

2 複数回答のため、総回答数と有効回答市の数は一致しない。 
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表 1-(2)-④-ⅴ 「景気」の影響で就業者減となっている地方都市における具体的要因 

類型 回答（単位：市）（Ａ） 割合（Ａ/86 市） 

リーマンショックによる影響 31 36.0%

その他景気悪化による影響 55 64.0%

総回答数 86

（注）当省の調査結果による。 

 

表 1-(2)-④-ⅵ 「繁華街・商店街の衰退」の影響で就業者減となっている地方都市

における具体的要因 

類型 回答（単位：市）（Ａ） 割合（Ａ/84 市） 

郊外店出店の影響 14 16.7%

市中心部からの大型店撤退の影響 6 7.1%

市中心部への大型店出店の影響 2 2.4%

その他 62 73.8%

総回答数 84

（注）当省の調査結果による。 

 

表 1-(3)-① 人口の増加・維持に効果のあった地域活性化 3計画の取組 

 

表 1-(3)-①-ⅰ 人口の増加・維持に効果のあった地域活性化 3計画の取組（市が活

用した計画）                           

（単位：市） 

  地域再生計画 
都市再生整備

計画 

中心市街地活

性化基本計画

構造改革特別

区域計画 

回答した市の

総数 

市 59 106 68 7 177

（注）1 当省の調査結果による。 

2 複数回答のため、計画別の市の合計は回答した市の総数と一致しない。 

 

表 1-(3)-①-ⅱ 「まち」に関する地域活性化 3計画の取組（市が活用した計画） 

（単位：市） 

  地域再生計画 
都市再生整備

計画 

中心市街地活

性化基本計画

構造改革特別

区域計画 

回答した市の

総数 

市 16 94 52 0 145

（注）1 当省の調査結果による。 

2 複数回答のため、計画別の市の合計は回答した市の総数と一致しない。 
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表 1-(3)-①-ⅲ 人口の増加・維持に効果のあった「まち」に関する地域活性化 3 計

画の施策                       

（単位：市） 

類型 回答数 割合 内容 

道路 60 41.4% 道路の整備 

公園 56 38.6% 公園の整備 

    公園のバリアフリー化 

土地高度利用 53 36.6% 土地区画整理事業（民間による宅地開発の促進等） 

      商業や居住等の機能を有する施設等の整備 

居住支援 39 26.9% 公営住宅の整備 

    民間住宅促進のための補助金支給 

    家賃の補助 

    住宅取得・改修・耐震診断費用の一部助成 

    住宅情報の提供 

    老朽化した建築物の除却 

      まちなか居住者への生活支援 

交通体系整備 16 11.0% コミュニティバスやデマンドバスの運行 

    
 

バスの運行社会実験（運行ルートや運賃の見直しにより利用者

を増やす実験） 

    バス停の整備 

    路面電車の環状線化 

    鉄道の安全運行に係る設備投資・修繕への助成 

    駅舎の整備 

      鉄道立体交差の整備 

汚水処理 13 9.0% 公共下水道・浄化槽・農業集落排水施設の整備 

      排水ポンプ・排水路の整備 

教育文化 10 6.9% 公民館・市民交流センターの整備 

    運動施設の整備 

      図書館の整備 

観光開発 8 5.5% 観光施設の整備 

    歴史的な街並みの保存 

    地域歴史資産のデジタルアーカイブ構築 

その他 17 11.7% 街路灯の設置 

    野球場の整備 

    駐車場・駐輪場の整備 

    公共サインの整備 

    駅構内のバリアフリー化 

      市電の軌道敷を芝生緑化 

（注）1 当省の調査結果による。 

2 「割合」は、回答数を有効回答市の数（145市）で除したものである。 
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表 1-(3)-①-ⅳ 「しごと」に関する地域活性化 3計画の取組（市の活用した計画） 

（単位：市） 

  地域再生計画 
都市再生整備

計画 

中心市街地活

性化基本計画

構造改革特別

区域計画 

回答した市の

総数 

市 37 12 27 5 77

（注）1 当省の調査結果による。 

2 複数回答のため、計画別の市の合計は回答した市の総数と一致しない。 

 

表 1-(3)-①-ⅴ 人口の増加・維持に効果のあった「しごと」に関する地域活性化 3

計画の施策 

（単位：市）

類型 回答数 割合 内容 

就労支援・

就職促進 

  

33 42.9% 求職者に対する職業訓練・研修 

  
 

構造改革特区（情報処理技術者試験に係る特例措置による情

報技術に係る人材の育成） 

  雇用者を対象にした職場定着を目的としたセミナーの開催 

    就職説明会の開催 

    求人情報の提供 

    就職相談の実施 

    構造改革特区（外国人研修生受入れ人数枠の数量規制の緩和）

起業支援・

新 規 商 品

開発 

29 37.7% 起業者への融資、融資のあっせん 

  起業のために必要な知識やノウハウに関する研修 

  地場産品を活用した新規商品の開発 

  空き店舗活用の場合の家賃等を補助 

    構造改革特区（酒類製造の数量規制の緩和） 

    助言等のサポートを行うための拠点整備 

企業誘致 13 16.9% 大規模小売店舗立地法の特例を活用した郊外への大型商業

施設の誘致 

    市内外に分散している国の出先機関の集約 

    工業団地の造成 

    空き店舗・空きオフィスへの企業誘致 

      一定の要件を満たす企業が新規立地する場合の奨励金の交付 

その他 30 39.0% 商業や居住等の機能を有する施設等の整備 

    特定施設入居者生活介護施設の整備 

    
 

コミュニティＦＭを活用した情報発信機能や、市内の大学生や

ＮＰＯ等市民団体の活動及び交流機能、商業機能等を備えた

施設の整備 

      地場産業の振興 

（注）1 当省の調査結果による。 

2 「割合」は、回答数を有効回答市の数（77市）で除したものである。 
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表 1-(3)-①-ⅵ 「ひと」に関する地域活性化 3計画の取組（市の活用した計画） 

（単位：市） 

  地域再生計画 
都市再生整備

計画 

中心市街地活

性化基本計画

構造改革特別

区域計画 

回答した市の

総数 

市 5 22 33 1 60

（注）1 当省の調査結果による。 

2 複数回答のため、計画別の市の合計は回答した市の総数と一致しない。 

 

表 1-(3)-①-ⅶ 人口の増加・維持に効果のあった「ひと」に関する地域活性化 3 計

画の施策 

（単位：市） 

類型 回答数 割合 内容 

子育て支援 35 58.3% 保育料の減免 

  子育て支援センターの整備 

  
 

保健センター機能・子育て支援機能、福祉機能、医療サービス

機能等を集約した総合保健福祉センターの整備 

  保育施設の整備 

  保育施設を併設した市営住宅の建設  

  乳幼児の一時預かり保育 

  公立幼稚園での 4 歳児学級 

  児童相談所の設置 

  子育て相談の実施 

  
 

市外から中心市街地に転入する新婚・子育て世帯への家賃補

助 

  
 

中心市街地において保健師を常駐させた乳児から高齢者まで

の子育て・健康・介護相談、健康教室等を実施 

教育文化 25 41.7% 屋内型遊戯施設の整備 

  公民館・市民交流センター等の整備 

  
 

芸術文化活動を展開するための展示・発表などができる公益

文化施設の整備 

  
 

地域交流センター機能と図書館機能を集約した生涯学習施設

の整備 

  専門学校等の誘致 

  総合保健センターと中央図書館を一体施設として整備 

  図書館の整備 

   美術館の整備 

医療・高齢

者等福祉  

 

22 36.7% 病院等医療施設の整備 

ホテル併設型医療モールの整備 

高齢者住宅の整備 

 介護施設の整備 

 高齢者向け介護予防施設の整備 

 
 

保健センター機能・子育て支援機能、福祉機能、医療サービス

機能等を集約した総合保健福祉センターの整備 

 

 

 
 

廃校の校舎を福祉作業所へ転用 

地域の障害者支援拠点の整備 

高齢者の交流施設の整備 

空き公共施設を福祉施設へ転用 
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総合保健センターと中央図書館を一体施設として整備 

ユニバーサルデザインに配慮した中心市街地の再整備 

その他 3 5.0% 公園プレーリーダーの育成 

  Ｕ・Ｊ・Ｉターンによる定住促進 
（注）1 当省の調査結果による。 

2 「割合」は、回答数を有効回答市の数（60市）で除したものである。 

 

【参考】 「その他」に関する地域活性化 3計画の取組（市の活用した計画） 

（単位：市） 

  地域再生計画 
都市再生整備

計画 

中心市街地活

性化基本計画

構造改革特別

区域計画 

回答した市の

総数 

市 4 6 8 1 19

（注）当省の調査結果による。 

 

【参考】 人口の増加・維持に効果のあった「その他」に関する地域活性化 3計画の

施策 
（単位：市）

類型 回答数 割合 内容 

その他 19 100% 大正時代からの蔵などを改装して、伝統工芸品などの地場産

品の販売拠点、観光情報発信拠点、イベント拠点として整備 

      歴史的な街並みの整備 

      公共下水道等の整備 

      商業や居住等の機能を有する施設等の整備 

      調整池の整備 

      市役所庁舎機能、市民活動ホール等を含む複合施設の整備

    イベント開催 

    中心市街地の不動産情報等を発信する拠点の整備 

    
 

市民や民間事業の寄附による基金を活用したまちなかでにぎ

わい創出につながる活動を行う団体への助成金の交付 

    港湾施設の整備 

      地区計画を活用した土地利用の規制 

（注）1 当省の調査結果による。 

2 「割合」は、回答数を有効回答市の数（19市）で除したものである。 
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表 1-(3)-② 人口の増加・維持に効果のあった地域活性化 3計画以外の取組 

 

表 1-(3)-②-ⅰ 人口の増加・維持に効果のあった地域活性化 3計画以外の取組 

類型 回答数（単位：市）(Ａ) 割合（Ａ/209 市） 

しごと 164 78.5%

ひと 158 75.6%

まち 103 49.3%

その他 31 14.8%

総回答数 456

(注)1 当省の調査結果による。 

2 複数回答のため、総回答数と有効回答市の数は一致しない。

 

表 1-(3)-②-ⅱ 人口の増加・維持に効果のあった「しごと」に関する地域活性化 3

計画以外の施策 
（単位：市）

類型 回答数 割合 内容 

企業誘致 142 86.6% 一定の要件を満たす企業が新規立地する場合の奨励金の交

付や低利の融資 

   固定資産税等の課税の減免 

   工場・事業所の建設費、用地取得費、賃料等の補助 

   水道料金等の公共料金の減免 

   企業誘致のためのＰＲ活動 

   工業団地の造成 

   遊休化した市の施設の誘致企業への貸出し 

就労支援・

就職促進  

47 28.7% 雇用者を対象にした職場定着を目的としたセミナーの開催 

 職業訓練センターの運営支援 

   雇用者が求職者を雇用した際の奨励金の支給 

   再就職を希望する市民を対象に就職訓練の経費補助 

   ジョブカフェの運営（若年者に対する無料の職業紹介事業） 

   就職説明会の開催 

   就職相談の実施 

起業支援・

新 規 商 品

開発  

35 21.3% Ｕ・Ｊ・Ｉターンにより新たに起業する人を対象にした起業に要す

る費用の一部助成 

 起業のために必要な知識やノウハウに関する研修 

   新規就農者、就漁者等への研修 

   事務スペースの貸出や助言等のサポートを行うための拠点整

備 

   空き店舗活用の場合の家賃等の補助 

   起業者への融資、融資のあっせん 

   知的財産を活用した新製品・新技術開発への支援 

その他 12 7.3% 企業の経営安定化のための融資や助成 

   商店街のイベント、街路灯設置等補助 

   大河ドラマの放送に併せた観光客誘致 

（注）1 当省の調査結果による。 

2 「割合」は、回答数を有効回答市の数（164市）で除したものである。 
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表 1-(3)-②-ⅲ 人口の増加・維持に効果のあった「ひと」に関する地域活性化 3計

画以外の施策 
（単位：市）

類型 回答数 割合 内容 

子育て支援 141 89.2% 体外受精等に要した医療費の一部助成 

  出産祝い金の支給 

  保育施設の整備 

  認可外保育施設の整備に対する助成 

  保育料の減免 

  保育士等の処遇改善 

  子育て支援センターの整備・運営 

  延長保育、一時保育、病後児保育等の保育サービスの充実 

  
 

共働きなどで昼間留守になる小学校の児童を対象にした学校や

児童館等で様々な体験等の実施 

  市内医療機関に病児保育室を併設 

  新生児おむつ・授乳関連用品への助成 

  
 

核家族で実家の遠い方、家庭での育児が不安な方、産後の肥立

ちが思わしくない方への出産直後の生活支援 

  乳幼児等の医療費の一部助成 

  予防接種に係る費用の一部助成 

医 療 ・ 高 齢

者等福祉  

26 16.5% 救急医療センター等の医療施設の整備・運営 

介護老人福祉施設の整備・運営 

  医療費の減免 

  医師確保のための奨学金の支給 

  
 

複数の地方公共団体が連携した救急医療機関の医師確保のため

の支援 

  
 

総合病院受診者の待ち時間短縮のための受診用受付システムの

構築 

   高齢者総合相談システムの整備・運営 

教育文化 21 13.3% 大学、高等学校等の誘致や財政支援 

  児童・学生の職場体験の実施 

  小中一貫教育を軸とした教育システムの構築 

  教育相談の実施 

  タブレット端末や電子黒板などのＩＣＴを取り入れた教育の促進 

   土曜日補習教室の開設 

その他 7 4.4% 結婚を希望しながらも相手に巡り合っていない独身男女に対する

結婚のきっかけとなる出会いの場の提供 

    移住・定住促進事業（補助金の交付） 

      複合商業施設（商業施設、市民交流施設、図書館等）の整備 

（注）1 当省の調査結果による。 

2 「割合」は、回答数を有効回答市の数（158市）で除したものである。 
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表 1-(3)-②-ⅳ 人口の増加・維持に効果のあった「まち」に関する地域活性化 3計画

以外の施策 
（単位：市）

類型 回答数 割合 内容 

交 通 体 系

整備  

40 38.8% コミュニティバスやデマンドバスの運行 

 バスの運行社会実験（運賃の見直しにより利用者を増やす実験）

   コミュニティタクシーの運営 

   生活路線維持のためのバス会社への補助金の支給 

   バス運賃の補助 

   鉄道駅の誘致 

   定期船航路の運賃補助 

    駅舎、駅前ターミナルの整備 

居住支援 34 33.0% 住宅取得・改修・耐震診断費用の一部助成 

   家賃の補助 

   市営住宅の建替え 

   宅地造成 

    民間宅地開発に対する助成 

土 地 高 度

利用  

24 23.3% 土地区画整理事業（民間による宅地開発の促進等） 

  商業や居住等の機能を有する施設等の整備 

道路 16 15.5% 道路整備 

    高速道路スマートＩＣ（ETC 専用インターチェンジ）の整備 

空き家対策 9 8.7% 市内の空き家及び空き地のホームページ等での案内 

公園 5 4.9% 公園の整備 

    児童公園の老朽化した遊具の更新 

その他 13 12.6% 移住促進のため転入者に対する奨励金の支給 

    歴史的な街並みの保存 

    公共下水道の整備 

    球場ナイター設備の整備 

    中心市街地、公共交通沿線の地域拠点へ人口や都市機能の集積

    生涯学習・多文化交流促進事業等の実施 

      特別指定区域の指定（市街化調整区域における建築制限緩和）

（注）1 当省の調査結果による。 

2 「割合」は、回答数を有効回答市の数（103市）で除したものである。 
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【参考】 人口の増加・維持に効果のあった「その他」に関する地域活性化 3計画以

外の施策 
（単位：市）

類型 回答数 割合 内容 

その他 31 100% 移住相談窓口の開設 

    移住の際の住宅取得費等への補助金の支給 

      市のＰＲ事業の実施 

      空き家情報の提供 

      男女交流パーティーの開催 

      相談員の設置 

      マスコットキャラクターの運用 

      観光情報の発信 

      動物園の整備 

      
住民票の写しや印鑑登録証明書などのコンビニエンスストア

交付 

      幼児に対するフッ化物の塗布 

      救急医療キットの配布 

      スポーツイベントの開催促進 

      
市街化調整区域に係る 50 戸連たん制度を条例化して市街

化調整区域において主に戸建て住宅を許可 

      新幹線通勤定期の購入補助 

（注）1 当省の調査結果による。 

2 「割合」は、回答数を有効回答市の数（31市）で除したものである。 

 

 

表 1-(3)-③ 就業者の増加・維持に効果のあった地域活性化 3計画の取組 

 

表 1-(3)-③-ⅰ 就業者の増加・維持に効果のあった地域活性化 3計画の取組（市の

活用した計画） 
（単位：市） 

  地域再生計画 
都市再生整備

計画 

中心市街地活

性化基本計画

構造改革特別

区域計画 

回答した市の

総数 

市 59 19 44 1 109

（注）1 当省の調査結果による。 

2 複数回答のため、計画別の市の合計は回答した市の総数と一致しない。 
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表 1-(3)-③-ⅱ 就業者数の増加・維持に効果のあった地域活性化 3計画の施策 
  （単位：市）

類型 回答数 割合 内容 

就労支援・

就職促進  

54 49.5% 雇用者向けの経営支援セミナー、求職者向けの人材育成、就職

説明会等を一括で実施 

地場産業や新たに振興する産業において必要とする人材の育

成 

構造改革特区（情報処理技術者試験に係る特例措置による情報

技術に係る人材の育成） 

就職説明会の開催 

インターネット等を利用した就職関連情報の提供 

若年者の就職を支援するための若者サポートステーションの設

立 

職業紹介所の運営 

起業支援・

新規商品

開発  

37 33.9% NPO 法人が行う取組と連携した新規就農モデルケースの構築 

起業支援相談窓口の開設 

空き店舗活用の場合の家賃等の補助 

地域特産品を活用した新規商品の開発 

起業のために必要な知識・ノウハウに関する研修 

事務スペースの貸出や助言等のサポートを行うための拠点整備 

低廉な家賃設定の店舗の提供 

企業誘致 20 18.3% 

 

 

 

 

 

工場・事業所の建設費、用地取得費、賃料等の補助 

一定の要件を満たす企業が新規立地する場合の奨励金の交付 

固定資産税等の課税の減免 

工業団地の造成 

商店誘致のための商業施設の整備 

工場誘致のための上下水道の整備 

その他  49

  

45.0% 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

医療施設、福祉施設等の整備 

商業や居住等の機能を有する施設等の整備 

ペレット製造施設の整備 

公共施設を障害者施設へ転用 

廃校を農産加工施設へ転用 

企業の経営安定化のための融資や助成 

地域材利活用の推進、「木育」の推進及び循環型森林経営の確

立と安定的な地域材の供給 

地域のバイオマス資源を循環利用する総合的利活用システムの構

築 

温泉施設を備えた宿泊施設の整備 

中心市街地の空きビル・空き地を活用した集客施設の整備 

伝統的建築物の空き家を活用した宿泊施設の整備 

イベントの開催 

鉄道連続立体交差の整備 

林業従事者の森林へのアクセス改善を図る市道・林道の整備 
（注）1 当省の調査結果による。    

2 「割合」は、回答数を有効回答市の数（109市）で除したものである。   
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表 1-(3)-④ 就業者の増加・維持に効果のあった地域活性化 3計画以外の施策 
（単位：市）

類型 回答数 割合 内容 

企業誘致 

  

  

  

  

  

  

  

120 70.2% 

 

一定の要件を満たす企業が新規立地又は増設する場合に奨

励金を交付 

中心市街地へ出店する際の融資制度の創設 

企業誘致のためのＰＲ活動 

工場・事業所の建設費、用地取得費、賃料等の補助 

工業団地の造成 

工場誘致のための道路の整備 

固定資産税等の課税の減免 

企業の希望に即した工場の建設・貸出し 

就労支援・

就職促進 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

65 38.0% 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

雇用者が求職者を雇用した際の奨励金の支給 

就職説明会の開催 

就職相談の実施 

職業紹介の実施 

企業見学会の開催 

ジョブプラザの設置（職業相談・職業紹介と就労・生活相

談を行う総合的な就職支援窓口） 

求職者に対する職業訓練 

教育活動と企業実習を二重に並行して行う職業訓練の実施

高度な専門技術の習得等を目指す中小企業の技能者等の養成

新規雇用を伴う新たな事業プランに対する補助 

子どもの保護者の就業促進のための空き教室等を利用した

児童への適切な遊び場及び生活の場の提供 

失業者に対する次の雇用までの短期の雇用・就職機会の提供

起業支援・

新規商品

開発  

  

  

  

  

  

  

36 21.1% 

 

 

 

 

 

 

起業のために必要な知識・ノウハウに関する研修 

新規就農者、就漁者等への研修 

高度な知識を有する専門家による支援・助言等により起業

支援 

起業者への融資、融資のあっせん 

新規就農者への給付金の支給 

空き店舗活用の場合の家賃等の補助 

事務スペースの貸出や助言等のサポート及び当該サポート

等を行うための拠点整備 

新製品・新技術の開発への支援 

6 次産業に係る新商品開発への補助 

課税の減免 

その他  

  

20 11.7% 企業の経営安定化のための融資・助成 

大河ドラマの放送に併せた観光客誘致事業の実施 

企業の市外流出を防止するための水道料金の一部助成 

新幹線駅の誘致 

商業や居住等の機能を有する施設等の整備 

商店街のイベント、街路灯設置等補助 
（注）1 当省の調査結果による。    

2 「割合」は、回答数を有効回答市の数（171市）で除したものである。  
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【参考】 その他指標の増加・維持に効果のあった地域活性化 3計画の取組（指標別） 

類型 回答数（単位：市）（Ａ） 割合（Ａ/152 市） 

観光入込客数 73 48.0%

空き店舗数 47 30.9%

施設利用者数 22 14.5%

年間商品販売額 7 4.6%

満足度 6 3.9%

駅乗降客数 4 2.6%

製造品出荷額 2 1.3%

事業所数 2 1.3%

その他 14 9.2%

総回答数 177

（注）1 当省の調査結果による。       

2 複数回答のため、総回答数と有効回答市の数は一致しない。  

 

 

【参考】 その他指標の増加・維持に効果のあった地域活性化3計画以外の取組（指標別） 

類型 回答数（単位：市）（Ａ） 割合（Ａ/120 市） 

観光入込客数 77 64.2%

製造品出荷額 27 22.5%

空き店舗数 23 19.2%

事業所数 7 5.8%

年間商品販売額 4 3.3%

従業員数 3 2.5%

その他 10 8.3%

総回答数 151

（注）1 当省の調査結果による。  

2 複数回答のため、総回答数と有効回答市の数は一致しない。  
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表 1-(3)-⑤ 今後実施予定の取組 

 

表 1-(3)-⑤-ⅰ 今後実施予定の取組 

（単位：市） 

  まち ひと しごと その他 
回答した市の

総数 

市 173 162 205 102 239

（注）1 当省の調査結果による。 

2 複数回答のため、施策の分野別の市の合計は回答した市の総数と一致しない。 

 

表 1-(3)-⑤-ⅱ 「しごと」に関する今後の取組（施策類型） 

類型 回答数（単位：市）（Ａ） 割合（Ａ/205 市） 

起業支援・新規商品開発 97 47.3%

企業誘致 95 46.3%

就労支援・就職促進 67 32.7%

検討中 5 2.4%

その他 45 22.0%

総回答数 309

（注）1 当省の調査結果による。 

2 複数回答のため、総回答数と有効回答市の数は一致しない。 

 

表 1-(3)-⑤-ⅲ 「まち」に関する今後の取組（施策類型） 

類型 回答数（単位：市）（Ａ） 割合（Ａ/173 市） 

交通体系整備 43 24.9%

道路 30 17.3%

土地高度利用 25 14.5%

公園 23 13.3%

居住支援 21 12.1%

観光開発 13 7.5%

空き家対策 12 6.9%

防災・防犯活動支援 4 2.3%

検討中 6 3.5%

その他 53 30.6%

総回答数 230

（注）1 当省の調査結果による。 

2 複数回答のため、総回答数と有効回答市の数は一致しない。 
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表 1-(3)-⑤-ⅳ 「ひと」に関する今後の取組（施策類型） 

類型 回答数（単位：市）（Ａ） 割合（Ａ/162 市） 

子育て支援 105 64.8%

教育文化 26 16.0%

医療・高齢者等福祉 22 13.6%

検討中 7 4.3%

その他 21 13.0%

総回答数 181

（注）1 当省の調査結果による。 

2 複数回答のため、総回答数と有効回答市の数は一致しない。 

 

【参考】 「その他」に関する今後の取組（施策類型） 

類型 回答数（単位：市）（Ａ） 割合（Ａ/102 市） 

移住定住促進策 27 16.7%

観光開発 23 14.2%

地場産品の振興 13 8.0%

教育文化 6 3.7%

国際会議・国際大会の誘致 5 3.1%

結婚活動支援 4 2.5%

その他 55 34.0%

総回答数 133

（注）1 当省の調査結果による。 

2 複数回答のため、総回答数と有効回答市の数は一致しない。 

 

表 1-(3)-⑥ 国への意見・要望 

類型 回答数（単位：市）（Ａ） 割合（Ａ/101 市） 

財政措置 76 75.2%

税制措置 10 9.9%

規制緩和 8 7.9%

人的支援 4 4.0%

国の機関等の移転 4 4.0%

情報支援 4 4.0%

その他 26 25.7%

総回答数 132

（注）1 当省の調査結果による。 

2 複数回答のため、総回答数と有効回答市の数は一致しない。 
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